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第36回地域問題研究交流集会報告

本研究室の第36回研究交流集会が、2007年11月10日（土）の午後2時からアストホールで “津市に、

おける「多文化共生」のあり方を考える”をテーマとする公開シンポジウムとして開催され、学生、市

民約50名が参加し、熱心な討議が行われました。シンポジウムの司会及びパネリストは次の方々です。

コーディネーター 楠本 孝 （本学法経科 准教授）

パネリスト 尾崎 正利 （青森中央学院大学大学院 教授）

小島 祥美 （愛知淑徳大学 専任講師）

坂倉 篤 （四日市市 市民文化部国際課）

木下 一大 （津市 市民部市民交流課）

指定討論者 丹下 智香子 （NPO法人「伊賀の伝丸」事務局長）

＜楠本＞

お待たせしました。シンポジウム「津市における『多

文化共生』のあり方を考える」を始めさせていただきま

す。最初に三重短期大学の地研室長、茂木からご挨拶い

たします。

＜茂木＞

三重短期大学地域問題総合調査研究室の室長をしてお

ります茂木陽一でございます。本日は、土曜日というこ

とでお忙しい中、御参会いただきまして誠にありがとう

ございます。

今回第36回の地域問題研究交流集会を実施するにあた

りまして 「津市における『多文化共生』のあり方を考、

える」ということで、特にニューカマーの方たちの子女

の教育問題を中心にシンポジウムという形で交流集会を

催すことになりました。

地域問題総合調査研究室は、長いので略して地研と言

いますけれども、20年ほど前に三重短期大学の研究機関

として設立されました。それ以降、地域に関する問題の

研究分析を中心に活動しております。地域にある研究機

関ということで様々な形で我々の研究成果を地域に還元

するということを活動の柱の一つにしてまいりました。

研究交流集会は36回ということですけれども年に1回

やっているわけではございませんで大体年に3回ほど行

っております。通常は研究室内の研究員が抱えている課

題について外部の有識者の方をお招きしていろいろと研

究をする上での有益な情報を提供していただきながら相

互に議論するというような交流集会が中心でございます

が、地域に対して研究成果を発信するという役割を持た

せるべきだということで、ここ数年は一般市民の方、関

係する方々も含めて公開講座であるとかシンポジウムの

形式での交流集会を年に1回は開催するようにしており

ます。

私どもの研究室の研究員は、それぞれ自主的に研究課

題を持ち寄って地域にかかわる問題について考えており

ますけれども、昨年度以来研究員の中で特にニューカマ

ーを中心とした外国人の問題を研究課題に取り上げる研

究員が増えてまいりました。今年度は、個別研究ではな

しにプロジェクトを組んで研究をはじめました。当初、

自主研究としてスタートしてきたわけですけれども、今

年度になりまして津市がかかえている様々な問題の一つ

でもあるということで、津市のほうから研究に対して特

別な助成をいただくことができました。これまで、他の

自治体から委託研究のような形で課題をあらかじめ設定

されて研究をするというようなことを本研究室は行って

きたこともございますが、しかし我々の中の関心から研

究が進んで、それが行政のバックアップを資金的な面な

どで受けていくというのは当研究室としては最初の本格

的なケースであります。その一環として今日はこの問題

について造詣の深い研究者の方、また現場でこの問題に

携わってらっしゃる行政の方をお招きいたしまして、実

態についての様々な情報を提供していただき、議論を深
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めていくことができれば、今後の我々研究室の活動にも

大いに貢献するところがあるのではないかと考えており

ます。

パネラーの尾崎先生は元々三重短期大学の出身で私ど

ものこの研究室の室長を務めていただいたことがござい

ますけれども、尾崎先生をはじめ各先生方には、いろい

ろと我々にとって参考になる話をいただけると思いま

す。コーディネーターの楠本先生はこの問題について一

昨年以来ずっと取り組んでまいりました。今日は非常に

有意義な一日になることを期待してご挨拶とさせていた

だきたいと思います。よろしくお願いします。

＜楠本＞

最初に私のほうから、パネリストと指定討論者の方の

紹介をさせていただきます。申し遅れました、私、本日

のコーディネーターを務めます楠本と申します。よろし

くお願いします。

コーディネーターの楠本孝 本学准教授

まず最初にお話しいただくのは青森中央学院大学の尾

崎先生です。尾崎先生はつい先日もブラジルに行ってお

られて、ブラジルの日系社会の調査研究を長年されてお

られる方です。それからお二人目は愛知淑徳大学の小島

先生です。小島先生は、2003年、2004年と可児市で外国

人児童の就学状況調査、おそらくこれまでに行われた調

査の中でもっとも綿密で信頼性の高い調査をされたこと

で外国人問題の研究者の中では非常に有名な方でござい

ます。それから三番目に四日市市の職員の方で外国人集

住都市会議の事務局を担当しておられました坂倉さんに

お話しいただく予定なのですが、坂倉さんは本日、鈴鹿

市でこれと同じような催しがありまして、そちらのほう

にまず行ってお話しをされて、その後こちらのほうに移

動して来ていただいて三番目の講演者として話をしてい

ただきます。この問題が、どれだけ社会の関心事として

高まっているかということの一つの証でもありますし、

坂倉さんがこういうふうにあちらこちらから声が掛かる

ということで、どれだけこの問題のキーパーソンである

かということも分かっていただけるかと思います。それ

から四番目に津市で国際化基本計画を今作成中ですけど

も、その作成の担当をされておられます木下さんに津市

における国際化基本計画の内容と多文化共生のあり方に

ついての考え方についてお話しをいただくということに

なります。

そして、講演が終わりました後に質疑応答の時間をと

りますけれども、その質疑応答の際に指定討論者といた

しましてNPO法人「伊賀の伝丸」で事務局長をされてお

られます丹下さんにNPO活動の中で経験されたことにつ

いてお話しをいただきます。その中で現在現役の高校生

としてがんばっておられますマックス君にインタビュー

していただこうと考えております。

今日はかなり堅いお話になるかと思いますけれども一

緒に勉強していきたいと思います。それでは、尾崎先生

お願いします。その他の先生方は客席のほうでご覧下さ

い。よろしくお願いします。

＜尾崎＞

ただいま紹介いただきました尾崎でございます。私に

今日与えられた役割は教育問題を考える前提として現在

県内の日系人の移住労働者がどういう状況にあるのかと

いう概況と、それからブラジルにおいて彼らが帰国した

後一体どういう状況にあるのか等を説明することです。

その上で個別に日本語教育ないしは社会参入を確保する

ための統合教育といったものをどういうふうに理解して

いくのか、どういう経験がこれまで積み重ねてられてき

たのかといったような問題を、それぞれの専門の方から

お話しいただくいわば露払いのような役目を果たさせて

いただきたいと思います。そういう役目をいただいたの

も大体一年おきにサンパウロで日本に日系人労働者を送

り出す業者の動向について定点調査をずっとこれまでし

てきたことによります。去年と今年は突然講演依頼がい

くつか入ったものですから連続でブラジルへ行き先日帰

国したばかりで、まだちょっと時差ボケのような気分で

して、ちょうど今頃が向こうの深夜になりますからもの

凄い睡魔に襲われるのです。それで、かえって雰囲気を

上手く伝えられるのではないかというふうにも思いま

す。

お手元の資料の1、2、3と書いてある三つの部分が今

日私がお話しするところにかかわるものですのでこの資

料の数値を見ながら話を聞いていただければありがたい

と思っています。

まず最初に「三重県における日系ブラジル人」と特定

の国籍者を指定しておりますが、その他にペルーやボリ

ビアなど国籍としてはたくさん種類があるんですけれど

も一番顕著なブラジル人を念頭におきながら話を進めて

いきます。ここで、日系人労働者という定義をどういう

ふうにするのかということはいろいろ問題もあろうかと
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思いますが、日本の出入国管理法の活動資格にかかわっ

「 」 。て 日系人労働者 という言葉を使わせていただきたい

それはブラジルに移住した日本国籍を有する者とその子

それから孫、それに加えてそれぞれの配偶者を指し、こ

の配偶者については国籍要件、すなわち血統というもの

を問いません。加えて未成年であります曾孫が帯同され

る家族として日本に存在するわけであります。もちろん

曾孫の場合は労働力じゃないという人もいますけども、

しかし、学校を卒業していわゆる4世にあたるわけです

が、親が日本に居る間、事実上就労してずっと就労を継

続するという事態が既にもう発生しておりまして、20歳

を過ぎても日本に事実上滞在するという状況もあります

ので、彼らも含めて日系人労働者と呼ぶことにいたしま

す。

厚生労働省が毎年「6月調査」というものをしており

ますけれども、今年からこれが雇用している事業主が義

務的に厚生労働省に報告するという制度に変更になりま

したために、数字としてあがってくるのは2006年までの

数字になりますが、それで県内の状況をみますと、いわ

ゆる直接雇用される労働者は2002年までは大体2000人の

半ばになったり後半になったりと増減を繰り返す状況に

なっていたのですが、2003年以降急激に増加を始めまし

て、2006年には6,393人という調査結果になっておりま

す。他方、業務請負の企業に雇われて他の工場の現場で

働く、事業主が構内にそういった労働者を下請けとして

入れた場合を間接労働者と呼ぶのでありますが、そうし

た労働者は2006年には12,547人という数に達しました。

もちろんこの数字は、両者重複するところがあります。

つまり、構内請負の業者が雇用している労働者という

のは直接労働者としてカウントされています。そういう

意味では幾分ダブってきてこの2つを足してそのままの

数字が県内で雇用されている日系人労働者の数だという

、 。ことはできませんが 大まかな傾向はこれでわかります

この時期は、とりわけシャープが亀山に大規模な工場

を造り、同時に多気工場を増設した時期とだいたい軌を

一にしておりまして、シャープ本体には彼らは入ってお

りませんけれども、その周辺の様々な関連工場がこうし

た労働者を利用していくことで、一気に労働力の需要が

高まったことが原因であります。

県内の外国人登録者数は資料1をみてもらえればわか

りますが、93年の5,938人が日系ブラジル人の全登録者

数であったのですが 昨年の12月31日現在の数値では21,、

206人と4倍弱の増加を示しています。三重県と滋賀県が

急激な増加を示している県であります。

それに岐阜県を加えた3県が急速に外国人労働力の数

を増してきた典型的な県と理解することができます。ち

なみに三重県は南アメリカ地域出身者の全体をあわせま

すと26,126人になりまして、これは県別では全国3位の

登録者数になります。ブラジル人だけをみても第3位の

登録者数になります。従来多いとされていた群馬県や長

野県をついに抜いて、愛知、静岡、それから三重という

順番になっております。さらに、三重県の特徴といたし

ましては、これは偶然であろうと思いますけれども、ボ

。リビア国籍者が全国で第1位の登録者数を抱えています

ボリビア移住者というのは、チリからボリビアに入っ

た移住者と、戦後沖縄県から大量に入った移住者によっ

て構成されていて、出身県が沖縄に非常に偏っているの

で、有名な集団であるのですが、そういう方たちが三重

県で大量に働いている。彼らは例外的に直接雇用で働い

ている例が非常に多いとされておりますけれども、私は

今青森県におりまして三重県の状況を直接調査すること

ができませんので、現在の状況はよく分かりませんが、

津市を中心とした地域の中小企業の直接雇用労働者とし

て活躍している可能性が極めて高いと思われます。

パネリストの尾碕正利 青森中央学院大学大学院教授

こうした数値をどういうふうに理解していくのかとい

うことですが、結局地域における大規模な産業立地とい

う、最近の新しい労働力需要が外国人労働力を急激に引

き寄せていくということが考えられますし、それからそ

れ以上に一般に製造業が盛んな地域にその傾向が顕著に

みられると思われます。

今日の話とは直接関係ないのですが、外国人の労働力

で三重県として特に注目すべき点としては、一志地域に

おけるフィリピン国籍者の労働力の問題があります。労

働紛争が10年前から起こっておりまして、三重地方労働

委員会がこれに関与したこともございます。

いずれにせよ、こうした労働者の保護が、日本人の中

でもいわゆる格差社会の中で非正規雇用にある労働力が

上手く労働者保護システムのカサの下に入れない問題を

抱えていると同じく、彼らに対しても保護をどのように

構築していくかということが問われてきておりまして、

組織化の動きが神奈川ユニオン等いくつかの地域で起こ

っております。三重県でも組織化に成功しているわけで

はありませんけれども、苦情を受け止めながら駆け込み

寺のような団体交渉がいくつかの企業で行われている実

績があります。これからどういうふうにこれに関与して
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いくべきかという問題が、教育問題以外にもあるという

ことだけを知っておいていただければ結構かと思いま

す。

この三重県に現在入ってきている日系ブラジル人が、

今後どういう推移をたどるのかということも見ておかな

くてはいけません。現在日本にどういう形で入ってきて

いるのかをみるために資料2に1988年以降の査証発給件

数をあげております。これは、サンパウロ領事館のビザ

担当領事であります港さん、法務省からの出向でありま

、 。すけれども 彼が作って公表してくれた数値であります

なぜこういう形で出るかというと、ブラジル総領事館

はクリチバ総領事館と並んで特定査証を事前に出すこと

ができる特殊な権限を持っている領事館であるからで

す。特定査証というのは定住ビザ、それから日本人の家

（ ） 、族等の特別な 日本で自由に働くことのできる ビザを

日本に入る前に事前に貰うことができるというビザであ

。 、るわけです 従来短期ビザが非常に多かったわけですが

それが1992年を境に変化していきます。これは何かとい

いますと、ビザ発給の権限がサンパウロ領事館に与えら

れた。つまり、橋本総理大臣が辞めた後にブラジルへ出

かけまして、いろんな業界の人達の利益を代表する形で

この特定ビザ発給を決めた。ここから急激に日本へ入っ

てくるルートが確立したということになります。これは

ブラジルの中でも限定された地域だけに行われていると

いうことです。しかし、この表をみていくとよく分かる

のですけれども、特定査証ビザはほとんど最近では変化

がなく、やや減り気味に推移しているということであり

ますし、他方、短期ビザも完全に無くなってしまうのか

というと、実はそうでも無くて、最近ではやや増加傾向

もみせている。これには一体どういう意味があるのかと

いうと、3世のビザ発給の厳格化ということが背景にあ

ります。3世のビザ発給の厳格化というのは、例の広島

での幼児殺害事件（日本戸籍証明を偽造したペルー人）

があったということ、それから浜松地域を中心として複

数の日系ブラジル人による犯罪が大きく報道された結

果、何とかこれに対応した措置を考えていかなければな

らないということで、3世については、無犯罪証明を課

したのです。これも不思議で何で3世だけか？というこ

とになるんですけれども、3世になれば日本人的でない

といいますか、文化的に日本人の要素が極めて少なくな

っているんだ、だから犯罪が多いんだという考え方がど

うも底流にあるんじゃないかというふうに私は推測して

おります。そうした考え方のもとに無犯罪証明を3世に

対しては提出させる、つまりこれまで犯罪を犯したこと

はないという証明を課したわけです。しかも書類を非常

に厳格に審査するために従来一週間程度で定住ビザが下

りていたのが、最近では三週間長いときには四週間くら

いの期間がかかる事態になってきたようです。そうなっ

、 、てくると 日本のこういった労働者を早く欲しい業者は

とてもじゃないけどそんなの待ってられないということ

で、短期ビザでとりあえず日本へ来なさいという指導を

しているのではないか、サンパウロでインタビューをし

たある業者の推測ではそういう話でした。日本で働きな

がらビザを切り替えるほうがはるかにやさしいのだとこ

ういうことらしいです。ただしその業者の話によれば、

この無犯罪証明は警察が発行するわけですけれども、厳

格なものではなく、特に少年犯罪は一切記録に残りませ

んので証明しようがないということで、それほど過去の

犯罪歴のあるものを日本に入れないという公式の目的を

十分に満たしているとは言えない、というふうに日系人

社会の中では評価しておりました。

こういう数字を見ていくと、爆発的には増えないけれ

ども減ることもないという状況が、ずっとここ10年間く

らい続いているということがわかります。資料3のブラ

ジル入国者数というものをみてもらいますと、新規入国

者と再入国者という二つに分けてそれぞれビザの資格別

に分類しております。これをみていきますと再入国者の

数がかなり高いところで一定の割合を保っているという

ことと、新規入国者はどちらかといえばやや減少傾向に

あります。これを見て、そろそろブラジル人の流入もほ

ぼ頭打ちになったのではないかと評価する人もいます。

この再入国者というのは、日本に定住資格を持ってい

る外国人、ないしは一定の長期間日本に滞在することの

できる資格を持っている外国人が、何らかの理由で一時

日本を出なければならない時に、この再入国許可申請を

出国時にしておくとビザを改めて取り直すことなく日本

に入国できるということです。これはどこの国でもあり

。 、 、ます 例えば海外出張 海外の支店で勤めている場合

隣の国へちょっとレジャーへ行ってくる、保養に行って

、 、くるという場合に その国で再入国許可を取っておいて

また戻ってくるというやり方をとるわけです。これは一

定期間過ぎると自動的に戻れなくなりますから、また新

規入国者としてのカウントになりますし、もう日本に戻

る機会がないので再入国の申請をしなかったけれども何

年かしてまた日本へ行こうとなる、そうしたものも新規

入国者にカウントされることになります。

こういう数値から日本に入ってくる労働者そのものは

頭打ちになったということと、日本で長期間にわたって

生活する人達の数がますます増えてきているということ

がいえるかと思います。資料3の下の資格別登録者数を

みるとその傾向がよく分かります。永住者、この永住者

は定住者として日本に入った者が申請をして永住許可を

もらうというものですが、この永住許可を日本で取得し

た者の数がだんだん年を追うごとに増えていきまして、

2006年では78,000という数字になっております。そうい

う意味ではブラジルに移住して日本にまた戻ってきて、

最後は日本で暮らしていくというような人達も増えてき

ているという傾向があります。

こうした傾向の中から社会保障を彼らにどういう形で

適応していくのかさらに加えて子どもの教育をどうする

のかという問題が当然でてくるわけです。こういうふう

にいっても彼らが必ずしも日本でじっとしているわけで

はありません。この再入国者、加えて新規入国者の中の

少なくとも何パーセントかは日本経験者であるわけでし

て、そういった人達が常に日本とブラジルを行き来する

という形態の生活を送っている。そういった人達が相当
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数出てきているのではないかというわけです。このこと

については、サンパウロ人文科学研究所で研究をしてお

り、現在サンパウロ大学の日本文化研究所の教授をして

おります森幸一氏が「還流的移住」という表現を使って

おりまして、日本とブラジル両方に生活の拠点を持って

太平洋を往復する、そういう流れが既にもうでき始めて

いるのではないかということです。便利になったと云え

移動するのは大変で、ものすごいエネルギーのいる作業

なんですが、それにもかかわらず彼らは日本とブラジル

の間を行き来するという生活を現在選択しているようで

す。そうなってくると、子どももそれに伴って移動し、

場合によっては日本で小学校、中学校くらいまでいた子

どもが、ブラジルへ戻ってさらに教育を受ける、ないし

はブラジルで教育を受けていたのを親が呼び寄せるとい

うことで途中から日本で教育を受けるとかそういった

「教育の還流」というんでしょうか、そういったものが

小さい子どもたちに負担としてかかってくるということ

も起きてくる可能性が十分あるんじゃないかと思いま

す。

こういうことをさらに考えていくために、ブラジルで

日系人社会はどういう状況にあるのかということを簡単

に説明しておきたいと思います。これは私が見聞きした

のではなくて、サンパウロ人文科学研究所が2002年に出

した「日系人実態調査報告書」によって推定したもので

す。2002年の時点で140万程度が日系人だと推定されて

います。これは日本人、および日本人を祖先に持つ者で

す。これに非日系人の配偶者等が入ってきますと、さら

に膨れ上がって200万を超える大きなグループが形成さ

れている。ただし、民族的にはブラジルでは一番小さな

集団のひとつです。その内の大体30万程が日本とブラジ

ルの間を行ったり来たりしている集団だということにな

ります。しかも、彼らは働くことのできる16歳から55歳

の間に入る人がほとんどでありますから、日系人社会の

労働力はかなりの部分日本に取られているということも

同時にいえるかと思います。ブラジルにいる日系人社会

を社会的地位別に分類したものもありまして、経営者に

なっている者、これはかなり大きな規模の会社とみてい

ただきたいんですけれども これが0.8% 自営業者が25.、 、

9%、いわゆる従業員、雇用されている人が24.1%となっ

ています。さらに出稼ぎ者が16.3%と、この報告書は推

定しております。

つまり人口の16.3%は出稼ぎに行っているというわけ

です。では、出稼ぎ者が帰国後上手く仕事に就いたのか

どうかということですけれども、出稼ぎに行く前に働い

、ていた者が上手く仕事に就いているという例が61.9%で

働いていなかった者は33%。そのうち出稼ぎ前に働いて

いたのが58%で、働いていなかった者が30％だから、帰

ってきてからより何らかの仕事をするようになってきて

いる。これは日本に来ている者の中には、おそらく学生

とかそういう者も含んでおりますのでそれでやや就労者

が増加しているのではないかというふうに考えられま

す。ただ学生で日本に来た者の復学の状況というのはや

や数値は下がっておりまして、なかなか学業を最後まで

完成できなかったといった者もでているようでありま

す。それともう一つ、向こうの文化的状況を理解するも

、 、のとして 家庭内で使用する言語は何か？という調査も

この2002年当時の推計でしておりますけでども、まず大

半がポルトガル語です。ほぼ7割ぐらい、ポルトガル語

が家庭の中で話される言葉になっております。日本語と

ポルトガル語の併用がそれに続いていて、日本語だけと

いうのは、日本から最近ブラジルに渡った日本人だけの

家族というふうにほぼ限定されるのではないかとみてお

。 、ります ちなみに日系人社会の各種の団体の公式用語は

最近第一言語はポルトガル語になっております。言語と

して日本語がこれに次ぐ、加わるという形で、議論は全

てポルトガル語で行われるということになります。そう

いう意味では、若い人ほど日本語を特別に学習しないと

理解することができないという状況があるということで

あります。

日本で教育を受けて、途中でブラジルへ帰った者が、

ブラジル社会の中でどういう状況にあるのか、これにつ

いては公式の統計というのはまだ出ておりませんし、恐

らくそのような統計は出るのは難しいんじゃないかと思

いますので、いくつかの聴き取り調査による様々な例を

探していくより他無いわけですけれども、日本文化協会

という日系人社会の一番トップに立つ組織がありまし

て、そこの事務局長の話では次のような問題点を指摘し

ております。日本語もポルトガル語も不十分である、こ

れが一番やっかいな扱いになるのだということです。い

ずれにせよ学歴がないということから肉体労働か、ある

いは路上での小売商等の仕事しかブラジルでは得られな

い。ブラジルは学歴社会で、大学を出ればそれにあった

仕事がちゃんと与えられる。しかし、それでも失業者が

たくさん出てくるわけですけれども、そうでなければ一

切上位の仕事には就けないというわけです。きちんと学

、 。歴をつけておくことが必要なんだけれども それもない

文協の事務局で何とか仕事をさせようと考えても、文章

を書かせばポルトガル語も日本語もいずれも通じないそ

うなんです。断片がメモとして出てくるだけで、ちゃん

とした文章にならない。これは実際に事務局が引き受け

て面倒をみた子どもの例です。結局、いろいろ相談には

のってやったんだけれども、そのうちに来なくなってし

まって、どうなっているのかよく分からないという話で

す。

こういうことから、ブラジルは来年、移住100周年記

念になりますけれども、これに向けて様々な取り組みが

なされておりまして、3年くらい前から教育関係者が一

堂に集まりまして、日本から帰ってきた子どもたちを一

体どういうふうに手当てするかという検討を1年間に渡

。 （ ） 、って行いました その結果イゼキ ISEC と略しますが

そういう組織を作って、日本から教育関係の先生方を招

聘して日伯の教育問題に関するシンポジウムを一昨年行

っております。この組織が現在でもブラジル側の一番中

心になる組織なのです。ところがここにいくつか問題が

ありまして、彼らは予算がない。篤志家が集まって作っ

た組織で、一応文協の中に部屋はもらっておりますけれ
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ども、事務局がそもそも存在しない。リーダーとなって

いる吉岡黎明先生、元天理大学でも教鞭を執っておられ

た人ですけれども、彼が一人でやっている。しかし、彼

は同時に100周年記念実行委員会の役員でもあって、い

ろんな仕事を同時にしなければならないから、とてもじ

ゃないけど手が回らない、事実上動いていないといった

ほうが正確なのかもわかりません。そういう状態に陥っ

ておりまして、さらにそれに加えて個人プレーといいま

しょうか、組織の中に必ずそれで一旗揚げようというの

が入ってくるわけです。そういった者が勝手に組織の名

前を付けて、みんなと協議を積み重ねていかないで、事

業を発表して、そうするとそれに対して非難がでてバラ

バラになっていく、といったような問題があります。吉

岡先生自身はそれでもなお、がんばっておられまして、

日本のブラジル人学校の教員の能力を向上させるための

支援をどうすればできるかということで、サンパウロ州

教育委員会と様々な交渉をしているようです。いくつか

の案がありますがいずれも失敗しておりまして、現在で

はまだ実現できていない状況にあります。彼は、来週天

理大学で開かれるアメリカ学会で講演をするために来日

するようですけれども、その機会に岐阜県、岡山県、神

奈川県、三重県、長野県、広島県の各種の支援団体とで

きれば会って話をして、何とか日本との連携を付けてお

きたいと私に言っておられましたけれども、はたしてど

うなるのかというところが現状だろうと思います。

教育の問題については日本の支援団体も同じなのです

が、どういうふうに成果を共有して、共通の目的に向か

って作業を進めていくかという連携のメカニズムがどう

も上手く作れていないんじゃないか、NGOないしNPOが連

携するメカニズムをいかにきちんと位置付けていくの

か、それを先に考えていくべきではないかと思います。

それと同時にブラジルの教育学の分野も相当レベルが高

いわけであります。日本でもかなり活躍したロンドリー

ナのリリー・川村先生等日本でも名前の知れた教育学者

がおります。彼女たちが、ブラジルに戻った児童に対し

てどういう手当をすることができるか、その技術をどう

いうふうに発展させるかということについて相当研究を

進めているようです。これと日本の研究とをうまく連動

させて、さらに大きな力にする必要があるのじゃないか

というのが私の感想であります。

＜楠本＞

ありがとうございました。続いて小島先生にお願いし

ます。今の尾崎先生の話ですけれども、大人の場合のブ

ラジル社会への再統合というのはそれほど破綻している

というものではないのですけれど、子どもたちの再統合

については日本語もポルトガル語も両方とも不完全な状

態でブラジル社会に戻った場合、再統合が非常に困難な

事例もみられるということでした。我々の今日のテーマ

からもその点が一番気がかりな点でありまして、日本の

中で子どもたちが置かれている状況が日本語もポルトガ

ル語も両方とも不完全な状態に置かれていて、きちんと

した教育機会が体系的に保障されていないということが

一番心配な点です。この問題について長年研究されてい

ます小島先生に次にお願いしようと思います。よろしく

お願いします。

＜小島＞

みなさんこんにちは、愛知淑徳大学の教員をしており

ます小島と申します。私自身、元々は小学校の教員だっ

たんですけれども、阪神淡路大震災後、神戸にて外国人

被災者を支援するNGO団体で活動をしておりました。そ

うした活動をしているときに、学校に行っていない子ど

もたちと出会ったんですね。98年頃だったんですけれど

も、そうした子どもたちに出会って、それは被災された

ことによって生活環境が変わってしまったのかな？教育

が保障されていないようなシステムなのかな？と漠然と

考えつつ神戸で活動をしていました。

憲法の第26条をみますと 『全ての国民は法律の定め、

るところによりその能力に応じて等しく教育を受ける権

利を有する』とされています 「そうだよな、教職課程。

の時こんなこと学んだよな」と、神戸での活動の時もう

一度憲法をみたんですね。

じゃあ、外国人の子どもたちの実態というのはどうい

うふうな扱いになっているのか調べてみますと、就学事

務ハンドブックによれば『一般に外国人は教育の義務は

課せられていません。このことは、我が国でも憲法第26

条の規定から明らかであり、就学義務を負うのは日本国

民であって、日本国内に住所を有する外国人はこの義務

を負うものではありません 』このような姿勢だったん。

ですね。恥ずかしながら私自身、98年までそうした知識

はありませんでした。

神戸で被災された外国人住民の支援に行った中で、行

政の方と我々NGOとの関係性は大変よかったんですけれ

ども、学校へ行っていない子どもたち、就学が保障され

ていない子どもたちの実情をいろいろな行政の方たちに

お話しするんですが、行政のみなさんのおっしゃったこ

とは 「就学義務の対象じゃない。だからその子どもた、

ちの実態というのはわからない」という話がずっとずっ

とでした。それは神戸だけの話かなと思いましたら、隣

の府に行っても隣の県に行っても同じような状況だった

んですね。つまり私達がみている学校に行っていない子

どもたちは、行政から、そして社会からみえない子ども

、 。 、たちなんだ ということを初めて知りました ですので

社会からみえる子どもたち、数字でみえる子どもたちに

しない限り、学校に行っていない子どもたちは、どんど

ん社会からみえない子どもたちになっていってしまうと

いうのをそこで思ったんですね。なぜなら神戸市や兵庫

県に行って、学校に行っていない子どもたちの数が知り

たいという話をしたんですけれども、どこへ行っても子

どもたちの実態は分かりませんという話だったんです。

「そうか、この子どもたちは、本当に数字でもみえない

子どもたちなんだ。学校に行っていない子どもたちの状

況でさえ行政で把握していないんだ」ということを知り

ました。

だったので、自分が調べなきゃもうこの問題はどうに
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かなってしまうと思いまして、ある町の、そこに暮らし

ているすべての子どもたちに会って、そして自分が一軒

一軒家庭を回って話をして「この子は学校に行っている

んだ、この子は学校に行っていないんだ」ということを

把握すれば何か社会に対して、学校に行ってない子ども

たちのことを問題視、課題視してもらえるんじゃないか

というふうに考えました。当時は、外国人が集住してい

る地域ではそうした学校に行っていない子どもたちの存

在が少しずつ、地域の中で活動している方たちの中では

課題視されるようになってきたんですね。ですので、研

究者の中でもそうした研究というのが少しずつされてい

ました。ですけども、調査方法というのが明確でなかっ

たり、またこの地域はブラジルが多いからブラジルの子

どもだけ、この地域はペルーの子どもが多いからペルー

の子どもだけ、フィリピンの子どもが多いからフィリピ

ンの子どもだけという形で、特定の国籍の子どものみの

研究しかされていなかったことと、アンケート調査しか

なく、いわゆる抽出調査というのか、自分たちの町には

10人学校に行っていない子どもたちがいますよというん

ですけれども、じゃあ何人の内の10人なの？学校に行っ

ている子どもたちって今どういう状況なのっていうのが

全くない研究がされていたんですね。でしたので、全て

の子どもたちに会って、そして全ての子どもたちの実態

を把握するということをしなければこの課題はあかんわ

というふうに考えてました。そして2000年頃なんですけ

れどもそうした調査ができないかなと思いまして、いろ

いろな町にお願いに行きました。というのもNGOだけで

できる課題ではありません。ボランティア団体だけでは

できる話ではありません。行政の方たちや様々ないろん

な分野で活躍されている方たちのお力を借りなければそ

うしたことはできないと考えました。いろいろな行政の

ほうへ行ったんですけれども、どこの町でも断られまし

た 「日本の法律では就学義務の対象にもなっていない。

外国人の子どもたちを行政が把握する必要はない」とい

うことをどこでも言われました。もちろん神戸でも兵庫

でも同じような状況だったんですね。ですので、こうし

たことというのは一生できないで終わってしまうのかな

と思いながら全国の市町村をいろんな町に行きました。

、 。そして 2年がかりである町にやっと出会ったんです

それが岐阜県可児市なんですけれどもこの都市が唯一私

の話に耳を傾け一緒にやりましょうと返事してくれた町

でした。

戦前戦後様々な過程があり、在日韓国朝鮮の方々に対

して日本の文部科学省が通達等を出してきたわけで、就

学の扱いについては91年通達において 『在日韓国人以、

外の外国人の取り扱いについても在日韓国人に準じた取

り扱いをする』としました。つまり今まで文部科学省が

在日コリアンに対する就学の基本姿勢は、90年以降増加

したブラジルやペルーなどの外国人住民に対しても準じ

た扱いをするということを91年に明文化したんですね。

今までの研究というのは、そして行政の考え方も、韓

国朝鮮の方とブラジルやペルーやフィリピンというよう

なニューカマーの方たちの扱いは区別した研究が多かっ

たんですけれども、こと就学を考えるにあたっては、在

日コリアンの方々とブラジル、ペルーの方々とを等しく

考えない限りこの課題は一生課題として扱われないと思

ったものですから、私は全ての国籍の子どもたちにこだ

わったわけです。

そして可児市とお話をしまして2003年の4月から挑戦

をしました。実施にあたっては、可児市そして可児市の

教育委員会、地域で活動している民間団体ボランティア

団体ですけれども国際交流協会と岐阜県、岐阜県の教育

委員会、そして県の国際交流センターと私自身は大阪大

学大学院の学生という形で係わりましたが、これらのコ

ラボレーション、協働、あくまでも協働で誰の成果でも

ない。行政ができることは行政が協力しようよ、地域が

できることは地域が協力しようよ、そして研究者にでき

ることはってことで、みんなのコラボレーションで、み

んなができることで何しろ挑戦をしてみようよ、という

思いの中で2年間行いました。

対象者は可児市に暮らす小学校1年生から中学校3年生

に相当する全ての外国人住民にいたしました。何を行っ

、 、たかといいますと いろんなこと行ったんですけれども

まずは可児市という町がどんな町かです。この町は隣の

町にかつては朝鮮学校があったというような歴史背景も

ありまして韓国朝鮮の方々も住んでいらっしゃる中で、

90年以降ブラジル国籍の方が増加し、近年はフィリピン

の方たちの増加も著しいというような町です。一番新し

い統計で10月1日現在ですけれども、総人口に対して6.8

%つまり約14人に1人が外国人住人というようなそんな町

です。名古屋から北に電車で行きますと約1時間、愛知

県と岐阜県の境にある町です。こうしたブラジルやフィ

リピンの方たちが多いというような町であることから、

町にはブラジルの国旗やフィリピンやペルーの国旗など

があるお店なんかもたくさんありますし、また市役所の

中では多言語で表記されているというようなそんな町で

す。

就学の調査は2年間行いました。まず行ったのは、こ

の就学年齢小学校1年生から中学校3年生に相当する全て

の子どもたちの家を訪問し、子どもたちの就学実態をど

うなっているかというのを2年間で計3回行いました。そ

れ以外に就学前、小学校に入る前の子どもたち、保育園

や幼稚園の年長さんに相当する子どもたちがどういう状

況になっているのかという調査と、2年間行ったので1年

目に中学3年生だった子どもたちが卒業後どういうよう

な進路になっているのかということを調査しました。あ

わせて子どもたちの就学の前と卒業後というような状況

を合わせて3つの調査を行いました。本日は時間の関係

上就学年齢の子どもたちのみのお話しをしたいと思いま

す。

この調査の特徴ですけれども5点あります。1点目はな

にしろ行政と民間団体、地域で活動されているボランテ

ィア団体と研究者の協働調査であったということ。そし

て全数調査にもこだわりました。理由としては先程申し

ました91年の文部科学省の通達が要因です。そして調査

過程から調査結果、調査で何が分かったのかを2年間に
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何度も並行した一般報告会を行いました。多言語で行い

まして、地域の方々そして調査対象者の方々にも、今ど

ういうことが分かったのか、半年で何が分かったのか、

1年目は何が分かったのかということを常に報告会を行

いました。また調査対象になった方たちについては調査

報告をすべて多言語に翻訳し全ての方々にお返しすると

いうようなことも行いました。現地担当者として私自身

が可児市に2年間暮らし、行政と民間団体とネットワー

クしコーディネートするということを行いました。そし

て、全家庭訪問したんですけれども、調査員は地域の住

民の方々で、地域がかかえる課題ですので地域の方たち

も一緒に考えていくというような姿勢から地域住民の方

々と一緒に行いました。また、行政の方々については先

程言いました、市の行政の方々や県の方々、教育委員会

みなさんとのコラボレーションですので、毎月1回この

ような形でみなさんにお集まりいただきまして、今月は

これが分かったんだということを報告するということを

2年間実施しました。

また調査方法ですけれども、急に行ってピンポン鳴ら

して「こんにちは」といっても、そんな調査に応じてい

ただけない。私たち逆の立場のこと考えても、突然自分

の家に来て「あなた学校行ってますか？行ってません

か？」なんて聞かれたら私自身も嫌ですし、不可解な気

持ちになると思います。ですので、まずは「調査を行い

ますよ」ということを調査対象者をはじめ、外国人を雇

用する企業だったり、また小学校中学校の先生たちだっ

たりとかエスニックショップ、外国人の方たちがよく使

うようなお店だったりだとか総連、民団の方々だったり

ですとか、何しろ外国人の子どもたちを取り巻く関係者

の方たちに対して、全てお話しをしました。そして事前

に説明して協力をしていただき、また調査対象者の方た

ちに対してもみなさんにご理解いただいてから訪問調査

をいたしました。もちろん全家庭訪問ですので、朝早朝

から深夜までになりました。これも地域の方々のご協力

がなければできない話です。このような形で一軒一軒訪

問して、市の広報でもこのような調査を市でやるんです

よということをお話し、こうした外国人の方たちが利用

するようなお店にもそれぞれ全てお店のいろんな所にも

貼っていただく、何しろこの調査をやる意味、単なる研

究じゃなくて、そして単に数が知りたいじゃなくて、こ

れによって何かが変わるかも知れないという挑戦なんだ

ということをみなさんにご理解いただいたわけです。

それによって今まで不可能だと言われていたことが、

可能になりました。つまり外国人住民の方たちの調査に

対する協力がものすごく高かったんですね。これは任意

です。断っても良い調査です。調査を断っても良いんで

すということをお話ししてから行いますけれども、みな

さん逆に待っていて下さいました 「あなたが来るのを。

待ってたよ。この調査を待っていたんだ」という形で外

国人住民の方々、コリアンの方々も含めて、みなさん大

変積極的、協力的に対応して下さいました。

。 、その結果明確になったことが何点かあります 1点目

学校に行っていない子どもたちの数が、調査は3回やり

、 。 、ましたけれども 調査ごとに増加していました そして

子どもの国籍をみますと、先程みていただいたとおり可

児市はブラジルの国籍の方が多いのですけれども、学校

に行ってない子どもはブラジルやフィリピン、インドそ

して韓国朝鮮の子ども、いわゆる在日コリアンの子ども

もですね、学校に行ってない子どもがいたわけです。つ

まり、国籍にかかわらず、日本国籍を持っているか持っ

ていないかによって完全に就学というものは分断されて

いるのだということが分かりました。

日本で生まれようと、日本語が分かろうと関係ないの

です。結局日本国籍が有るか無いか、それによって子ど

もたちの就学というのは保障されていない実態というの

が分かりました。2点目です 「学校に行っているよ」と。

いっても多様であるのだということが分かりました。市

内にあります公立の小中学校に行っている子ども、私立

に行っている子ども、障がいを持った子どもで養護学校

等に行っている子どももいました。また、ブラジル政府

が認可したブラジル人学校に行っている子どももいます

し、インターナショナルスクールに行っている子どもた

ちもいますし、そして朝鮮学校に通っている子どもたち

もいます。つまり、学校に行っているよと一言に言って

も、就学というものはものすごく多様であるんだという

ことが分かりました。

就学している子どもたちの状況を見ますと、2003年の

4月1日、2003年の9月1日、そして1年後の2004年の9月1

日というように3回時期をおいて調査したんですけれど

も、外国人学校に行っている子どもたちというのはほと

んど比率が変わらなかったんですね。つまり、可児市で

暮らしている約3割の子どもたちは外国人学校に行って

いるんだということが分かりました。それに対して日本

の学校に行っている子どもたちの比率をみますと、だん

だん残念ながら下がってきたんです。何故か？そうなん

です学校に行っているよって1回目に言っていた子ども

たちは2回目、半年後ですね、もう学校に行っていない

んですね。そして1回目、2回目「学校に行っているよ。

日本の学校に行っているよ」という子だって外国人学校

に移っている子がいるんです。外国人学校に行っている

よと言っている子だって日本の学校に行っているしとい

う形で、ものすごく就学というのは揺れた状況であると

いうことが分かりました。とりわけ日本の学校について

なんですけれども、先程申しましたとおり不就学、学校

に行ってない子どもたちの数が増えて言ったといいまし

たけれども、その子どもたちというのは大変残念ながら

日本の学校、特に公立の中学校をドロップアウトし不就

学つまり学校に行ってない状況になっているということ

が分かったんですね。まだたくさん分かったこともいっ

ぱいあるんですけれども、時間の関係で割愛させていた

だきます。

。このような2年間やったことでたくさん分かりました

その結果を含めて毎回報告会をやったりですとか、外国

人住民の方たちにお話しをすることによって、外国人住

民の方々や日本人住民を含めて町の中で外国人の子ども

たちの就学に対する関心、意識というのも高まってきま
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した。とりわけ、調査員として外国人住民の方々の家に

、 、訪問に行く方たちというのは 私も含めてですけれども

地域の住民です。地域の方たちが地域の自分たちの抱え

ている課題を知ったわけです。それによって町がこのよ

うになりました。調査の結果を踏まえて山田可児市長が

「小島さん何がわかったのこの調査で？」と最後2年目

に聞いて下さいました。当初は可児市の調査は1年間の

予定だったのですけれども継続調査という形で2年間行

い、そして2年後私自身これで可児市とは最後かなと思

って神戸に帰ろうと思っていたときに可児市長から言わ

れました「何がわかったの？ 「市長、言葉で言うには」。

たくさんあるんです。でもまずは子どもたちや学校の先

」 、生そして町を一緒に見て欲しい という話をしましたら

市長が1日時間をつくって下さり、一緒に小学校をみた

り中学校をみたり、また外国人学校の現場、幼稚園や保

育園の現場、町の外国人コミュニティの現場というのを

一緒に視察されました。そこで私が実際2年間で調査で

わかったこと、また地域の方々はどうその課題に取り組

もうとしているのかという声を生で聞いてもらう場とい

うのをなんとか設定しました。このような実態を踏まえ

て、お手元の資料別紙のほうをご覧下さい。これは可児

市で出している広報誌なんですけれども、そこにも書い

てあります「不就学ゼロをめざして 。そうなんです。」

これ可児市の広報誌ですけれども、トップに書いてある

とおり、可児市長は可児市では外国人の子どもたちの不

就学をなくすんだ、不就学ゼロをめざした町をつくるん

だということを宣言して下さった。それにより2年間の

調査後2005年の4月から「外国人児童・生徒の学習保障

事業」というのがスタートいたしました。

この共同調査した市や教育委員会、ボランティア団体

やそれぞれの関係者が協力し行ってきました。この2年

間で築き上げたネットワークを活かして今度は連携実践

という形で子どもたちの不就学ゼロをめざせるようなま

ちづくりというのができるんじゃないかというふうに考

えたわけですね。そして、まずは自分たちの中で行政の

中で連携できることは連携しようよ。町の中で連携でき

ることは連携していこうよという形でまちづくりが進み

ました。また、ここにそれぞれいろんな関係者が入りま

す。市や教育委員会、ボランティア団体、それぞれ外国

人学校や外国人住民がいっぱいおります。それを一緒に

するにはどうしたらよいのだろうと考えたときに、福祉

の分野にはソーシャルワーカーっているよね、そのソー

シャルワーカーっていうのを教育分野に持ってきていろ

いろな人間、いろいろな立場の人たちがネットワークを

組むのをコーディネートする人間がいたらいいよねって

関係者の中から声が上がりました。そして、そうした職

務というのが必要ではないのかと声が上がり2005年の4

月に外国人児童・生徒コーディネーターという新しい職

務が教育委員会の中で誕生しました。それを提案した一

人でもあるので、そうした機能ができるまではというこ

とで、私自身が初代の外国人児童・生徒コーディネータ

ーとなり教育委員会でその後勤めました。

その中で一番取り組んだことは、まずは子どもたちに

学ぶことの楽しさというのを伝えていこうということで

した。といいますのも、先程申しましたとおり、外国人

の子どもたち、とりわけ中学校をドロップアウトした子

どもたちに話を聞きましたら、外国人の子どもたちが学

校を辞めた理由というのは、イジメとかそうしたことが

多いのかなって思ったんです。もちろんそういう課題は

あるんですけれども、子どもたちもはじめは「学校でね

イジメがあって」と言うんです。でも2年間一緒に踊り

に行ったり、一緒にディスコに行ったり、一緒にいろん

なことしている中で子どもたちが語ってくるんです 自。「

。 。分は本当は学校が好きだった 学校は辞めたくなかった

だけどね、自分は中学生で、ブラジルやペルーやフィリ

ピンではそんなこと無かったのに、そんなに勉強できな

くなかったのに、自分は日本語ができないことによって

ひらがな、カタカナ、ひらがな、カタカナ、今日は小学

校一年生の漢字を覚えろ、今日は小学校二年生の漢字を

覚えろと、ひらがなとかカタカナとか漢字をいくら覚え

ても成績はゼロなんだよ 」子どもが言うんですね。そ。

う、中学校の成績というのは中間テスト、期末テストそ

うしたもので評価されていくんですよね。そして、可児

市もそうですが、はやくから通訳の方々を学校現場に導

入し別室で子どもたちに通訳の方を介し日本語の学習が

されていたんですけれども、そうした中で子どもたちの

学力というのは決して評価されるシステムじゃなかった

んです。だから子どもたちがいくら日本語がんばっても

いくら中学校の中でひらがな覚えたり漢字がんばったり

しても結局、中間テストや期末テストができなければ成

績がつかない。つまり通信簿をみても1だったり、斜線

がひいてあったりするわけですよね。そして東海地域、

とりわけ岐阜県もそうなんですけれども、変な話年齢さ

えごまかせれば仕事ができちゃうというような経済状況
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にあります。子どもたちが言います 「自分のお父さん。

やお母さん、周りのおじさん、おばさん、知っている大

人をみんなみても、みんなあそこの工場で働いている。

自分だって年齢さえごまかせれば、あそこの工場で働け

る。将来行くところは同じなんだから、がんばっても、

いくらここでわからない日本語がんばっても、今年齢さ

えごまかせれば働けるんだから、わざわざわからない日

本語がんばって勉強する意味がないよ」って子どもたち

が言うんですね。そうなんです。子どもたちはここを卒

業したからといってどういう道があるのか、どんな進路

があるのか、先に対しての目標や未来がみえてなかった

んですよね。でしたので、子どもたちに何しろ学ぶこと

の楽しさ そして学習することの意義 子どもたちが 勉、 、 「

強すればね、こんなにいろんな選択肢があるんだよ。言

葉ができれば通訳とかそんな職業だけじゃないのよ、言

葉ができればそうしてたことも含めていろんな職業があ

るのよ」ということを特に中学校の中で学ぶということ

にシステムを変えていきました。

また子どもたちに対してステップ1、ステップ2、ステ

ップ3という形で「ここが終われば次こうなるのよ」と

いう形で具体的な目標を見せていくようなシステムに変

えました。ステップ1というのは初期指導という形なん

ですけれども、日本の大学でいうと留学生の方たちは経

済学部、文学部、それぞれの学部に所属していますけれ

ども、来日した当初というのは日本語がなかなか厳しい

ということもあって集中的に日本語を学び、そしてある

程度の期間をおいて、またそれぞれの経済学部、文学部

に戻っていくというようなシステムが留学生センターと

かそのような名前になってあるかと思うんですけれど

も、それを小学校、中学校バーションでまずはつくって

みようよということにしました。それがお手元の資料に

ある「ばら教室KANI」という名前がついているんですけ

れども、そこでみんながある程度学びます。そしてそれ

ぞれのある程度の期間をおいた後に次のそれぞれの自分

たちの在籍する学校に戻るというような指導システムに

変えました。

また、可児市の広報をはじめ地域のマスコミの方にも

ご協力いただき、市民の方々、外国人住民だけでなく可

児市に暮らしている人、日本人住民を含めて地域住民の

方々に、今市が挑戦していること、市が何をしようとし

ているのかということを、随時いろんな形で報告するこ

とに努めました。その結果、地域住民の方たちが理解か

ら協力へ変わったんですね。いろんな形で協力していた

だけるようになりました。そして、今まではネガティブ

、 、にとらえられていた子どもたちの現状を ポジティブに

そして地域で子どもたちを育てていこうよ、そういうふ

うな仕組みに変わるようになってきました。そのような

ことが、お手元の資料にあるかと思うので、ご興味のあ

る方読んでいただければと思います。

そして2005年度1年間こうした取り組みをした結果、2

005年度たった1年間行っただけで、誰一人、可児市では

学校を辞める子がいなかったんです。そして今までは中

学を卒業する子たちは残念ながら少なかったんですが、

全員が卒業しました。そして次の進路へ目標を持って進

学する子どもたちが増加したんですね。だから決して子

どもたちは学力が低いんじゃないんです。そして保護者

の方たちの教育の関心が低いんじゃないんです。そうい

うシステムやそういう環境が無かっただけなんです。そ

のことが可児の中から我々が学んだことでした。そして

今まで学校に行けなかった子どもたち、15歳を超えてし

まった子どもたちですね、中学校の卒業年齢を超えた子

どもたちの中からも再度、自分は中学校ドロップアウト

してしまって、ずっと工場で働いているけれども、今か

らもう一回、勉強やり直すことができないのかなってい

うような子どもたちが増えました。そうなんです、年齢

を超過した子どもたちの中からもう一度勉強したい。も

う一度自分の進路を考えたいという子どもたちが増えて

きたんですね。

最後になりますけれども、このような可児の取り組み

に対し、いろんな町からご関心をいただくことが多くな

りました。そして、他地域にも「ばら教室KANI」のよう

な教室がですね、例えば四日市でいいますと「いずみの

教室 、松阪市ですと「いっぽ教室」という形で、子ど」

もたちの就学を保障しようという仕組みがたくさん広が

っていったというのは大変嬉しく思います。そんな中で

松阪市と一緒にたぶん三重県の中では初めての外国人の

子どもたちの生徒の人権にかかわる教育指針の策定も一

緒にさせていただきました。

こんな取り組みをみてか、文部科学省は次のような通

達を出しました。お手元の資料をみていただけたらと思

います 「外国人児童生徒教育の充実について」という。

通知です。昨年の6月22日に出されたものです。我々が

調査を行うにあたって全ての子どもたちの調査をしたか

ったんですけれども、まずはそれの一つの方法として外

国人登録情報というものを使ったんですが訪問調査をす

る中でそうした基本情報にない子どもたちにも出会いま

した。つまり、この調査は入管でもありません、警察で

もありません、子どもたちの教育を保障するという意味

のために行ったものですので、そうした我々の基本情報

にない子どもたちも町に住んでいます。そして外国人住

民の方々のほうから「自分はここの町にいるんです。自

、 」分たちの就学状況 家庭状況というのを調査して欲しい

というような話もたくさんあったんですね。つまり基本

情報にない子どもたちも住んでおり、そうした子どもた

ちの中には学校に行ってない子どもたちが多数いるとい

う実態もわかりました。こういう結果を踏まえてか、文

部科学省は、この通達の中で、就学手続き時の居住地等

確認方法の弾力化というのを謳ったんです。当時この通

知が来たとき私、可児市の教育委員会にいたときだった

んですけれども、本当にこの通知が文部科学省から出た

。 。のかと再度みてしまいました 6月22日に出た通知です

「外国人の子どもの就学手続きの際に、居住地等の確認

を行う必要がある場合には、外国人登録証明書による確

認に限らず、居住地等の確認に関して、一定の信頼が得

られると判断できる書類による確認とするなど、柔軟な

対応を行うこと 」と文部科学省が明文化しました。そ。
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うなんです、地域に暮らしている子ども、ここの町に暮

らしている全ての外国人の子どもたちの就学を保障する

よう、それぞれ市町村、教育委員会は柔軟な対応をしな

さいよと謳ったんですよね。こうした可児市の経験を、

今日はご報告したんですけれども、日本に暮らしている

全ての子どもたちが就学を保障される制度、また環境づ

くりがいち早くなるよう私も一助として活動できたらと

思います。以上です。ありがとうございました。

＜楠本＞

小島先生どうもありがとうございました。もう少し時

間が取れれば良かったんですけれども、私どもの不手際

で時間を短くしていただきまして、どうもありがとうご

ざいました。

ここで、ちょっと休憩を入れまして、3時45分から再

開して四日市の坂倉さんに外国人集住都市会議の活動状

況についてお話をいただきます。では、45分から再開と

いうことでお願いいたします。

＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 休 憩 ＊ ＊ ＊ ＊ ＊

＜楠本＞

三番目にお話しいただきますのは、四日市市の職員を

されておられまして、外国人集住都市会議、前年度まで

の二年間事務局が四日市市に置かれておりましたけれど

も、そこで中心になって活動された坂倉さんにお話をう

かがいます。よろしくお願いします。

＜坂倉＞

こんにちは、四日市市市民文化部国際課の坂倉篤と申

します。よろしくお願いいたします。

先程、小島さんの講演を聴きまして、熱いでしょ？彼

女。この熱い語りに騙された？いや、心を打たれてその

後2年間がんばってきた者の一人でありますけれども、

四日市が外国人集住都市会議の座長を務めたのは2005年

の4月からです。2005年と2006年度の2年間事務局をしま

した。今は美濃加茂に座長が移っていて美濃加茂ががん

ばってくれています。

今日実は私はこの前に鈴鹿サーキットで愛伝舎という

NPOが主催する「外国人住民とのパートナーシップを考

える」というシンポジウムに出てきたんです。その中に

トロント大学の中島先生がみえていました。中島先生は

バイリンガル教育の第一人者だと思うんですけれども、

カナダでは義務教育というのは4歳から18歳までという

ふうにお話しされていました。その中で特に大事なのが

4歳から8歳だと先生はおっしゃられていました。それと

後は長い間の支援が必要です、と。短期で終わるのでは

なくてずっとみてあげないとダメだと。カナダでは義務

教育は外国人にも適用されているようです。確かめてな

いんですけれど確かそういう話をされていた。ただ、そ

の義務教育ともう一つあるのは多文化主義法というのが

カナダにはあって、ここで母語保障が謳われているよう

です。

参加者には他に企業からということで三井物産の柴崎

さんという方がみえていました。外国人学校に対するい

ろんな支援を継続してやられている企業の社会的責任と

いう話でですね面白かった言葉は昔の言葉なんですけど

「売り手よし買い手よし世間よし」という言葉です。こ

れが今のCSRなんだということで、外国人学校の支援と

かNPOの支援とか教材開発をされているようです。柴崎

さんは日本に暮らすブラジル人の義務教育年齢にある子

、 、どもたちのうち3分の1は外国人学校 3分の1は公立学校

3分の1は不就学だとおっしゃっていました。文科省はつ

い最近不就学率について約1パーセントという数字を出

しています。この調査は、集住都市会議を中心として四

日市市も参加しているんですが、四日市市でも数パーセ

ントに留まっています。これはなぜかというと、先程小

島さんの話にもあったかもしれませんが、基本である外

国人登録が現実と全然合っていない、全然とは言い過ぎ

ですけれど、たぶん私が感じるところで2割くらいずれ

ているのかなと思っています。国は今、この外国人登録

法、入管法を含めて外国人の台帳整備をめぐって閣議決

定された平成21年の法改正に向けて急速に動いています

が、そこに向けて省庁に外国人集住都市会議は意見を出

しています。不就学の実態というのは文科省発表とはた

ぶん大きく違うだろうなと読んでいます。

パネリストの坂倉篤さん（四日市市 市民文化部国際課）

それから三重県出身の中川正春議員も見えておりまし

て、発言内容をご紹介します。これは外国人集住都市会

議の考えも、それから私個人としての考えも一緒です。

このいろんなズレの原因ですが、そもそも日本が外国人

を受け入れはじめたのは、産業の空洞化に対してどうや

ってそれを乗り切るかということで、日系3世とその家

族を無条件で受け入れる政策をとりました。ですから建

前は単純労働者を受け入れないという国の入管政策であ
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りながら、実際は日系人とか研修技能実習生というのを

労働力として受け入れているという現実があります。そ

のうち、日系人のほうは子どもにも在留資格があるとい

う点で研修技能実習生とは違います。研修技能実習生は

家族は伴わず、基本的に3年でローテーションするとい

うことですけれど、日系人のほうは生活者としての外国

人ということになります。そうすると生活全般にわたる

分野での課題が出て来ます。その中で、教育というのは

一つの大きな課題であると考えています。

外国人集住都市会議の事務局としてちょうど2年半く

らい前にテ－マをどうするのかと考えたときに「未来を

担う子どもたちのために」というふうに決めました。こ

の理由は、子どもたちは自分の意思で日本へ来たわけで

はない、保護者の意思によって受動的に日本へ来たその

子どもたちは、何らかの支援をしないといけない弱い立

場にある。その弱い立場にいる子どもたちをきちんとみ

ていくということが外国人、あるいは日本人も含めて住

民をとらえるという観点からすると一番必要である、一

番緊急性があってかつ、力を入れるべきところだという

ことで、子どもたちにターゲットを当てました。教育と

いうのは、その子どもたちを見る上での大きな課題のひ

とつであって、教育だけに絞ったわけではないというこ

とをご理解下さい 「よっかいち宣言」はこの短い1ペー。

ジと、それからそれぞれの分野における課題を提言して

います。義務教育前の支援、公立小中学校における受け

入れ、義務教育年齢を超過した子どもに対する施策、外

国人学校への支援、それから先程少し触れましたけれど

も外国人登録制度とかそういった居住の実態把握も含め

た国の政策全般の改革についても提言しています。

外国人集住都市会議はほぼ2年に1回宣言をだしている

んですけれども、それと平行して規制改革要望書という

のを出しています。内閣府の規制改革室というところが

今は規制改革会議という組織になっていますけれども、

これはかなり首相に近いところにある組織です。そこが

、 、全国規模の規制改革 法制度が今無いからできないとか

あるいはこの制度がネックになっているから緩和してく

、 。れとか そういった法制度に対する要望を受けています

先程、建前と実際がズレているという話をしましたけ

れども、このズレを直すのは第一義的には法律を変える

しかないということで、いろんな制度改正を求めていま

す。外国人集住都市会議の規制改革要望書の中には、か

なり実現に近いところをついたものもあれば、ちょっと

遠いけれどもやはりこれは言うべきだというものもすべ

て含まれています。その中で先程の小島さんの話でも出

ましたけれども、義務教育あるいは教育の義務化を謳っ

たものがありますので、ご覧下さい。内容を簡単に読み

ますと、外国人の子どもをめぐる教育体制の整備という

ことで 「わが国に90日以上滞在する外国人の子どもに、

ついても、教育を受ける権利と義務を法令上明記すると

ともに、外国人の子どもの教育を義務的なものとするた

めに必要な周辺環境の整備を行う 。ここは、実は原案」

では「周辺環境の整備」というところに「外国人学校な

どの体制整備も含めた」と入れたんですけれども、一部

都市の反対で書けなかった。これは18都市全都市の決裁

が必要なのですが、一部の都市の決裁が通らないからと

いうことで書けなかった。これが18都市連携の良いとこ

ろでもあり悪いところでもあるんですけれども、ただ当

然一都市では全然力が弱いので、やはり18都市としてま

とまって言っていくことは、これからも大事になると思

います。そういうことで、ちょっとあやふやな表現です

が、周辺環境の整備というのはいろんな法制度の整備な

どを含んでいます。

この義務ということを謳うに至った背景を説明します

と、これは外国人集住都市会議が規制改革要望で初めて

使った言葉なんですけど、それまでは権利という言葉は

使っていたと思うんですけれど義務という言葉は使って

いなかった。その背景といいますと、現場の先生からの

声というのは「もう権利ではとてもできない 「子ども」、

たちを学校に連れてくることはできない」というもので

した。全ての先生が、先程の小島先生みたいな人であれ

ばそれはもしかしたらできるかも知れないですけど、教

育現場ではどんどん教員が減る、人口の自然減よりもは

、 、やく教員が減る それは公務員でも一緒なんですけれど

且つやることは多くなってくる。そういった中で、なか

なか外国人の子どもまで手がまわらないというのが現状

。 、のようです 義務化には同化教育という意味ではなくて

その選択肢の中に母語保障とかあるいはアイデンティテ

ィの保障も含めた外国人学校に対するケアも含めなが

ら、それを義務的なものとすることを初めて謳ったとい

うことになります。ただこの目的はいたずらに規制する

というのが目的ではなくて、あくまで目的は全ての子ど

もの教育を受ける権利を保障するための義務化というこ

とでご理解いただければと思います。

この義務化については実は今も議論されています。外

国人集住都市会議の岐阜・三重・滋賀のブロック会議で

は、メインテーマが教育なんです。小島さんも可児の立

場でお越しいただいて意見を言っていただきました。4

回のブロック会議を経て11月28日に外国人集住都市会議

が美濃加茂で開かれるんですけれども、そこで教育に関

する緊急提言という形で発表されます。まだ全都市の意

見調整中で、今発表できる段階ではないのですが、これ

までの「よっかいち宣言」よりちょっと踏みこんだり表

現を変えたりしています。そういった形で今年も引き続

きこの教育問題というのは、重要なテーマになっていま

す。文科省が千何百人の教員の増員を予算要求しました

が、財務省のほうからは「そんな馬鹿げたこと、この時

代に何を言っているんだ」ということを言われているら

しいです。しかし、私はそうは思わなくて、もっと増や

しても良いと思っています 「医療より福祉、福祉より。

保健、保健より教育」という言葉があったのを覚えてい

るんですけれど、より前の段階にお金を注ぎ込んだ方が

社会的コストは少なくなるんだろうと思っていて、ぜひ

文科省にがんばってもらって何とか増やしていただきた

いと思います。ただ増やすだけではもちろんダメで、大

学のカリキュラムなども変える必要があり集住都市会議

もいろんな細かいことを提言しています。先程小島さん
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がほとんど言ってくれたので、細かいところは省略しま

すけれども、そういったことをするためには、やはり法

制度の整備とか学習指導要領への明記とか、いろんなこ

とが基本的なところで必要になってくると思っていま

す。

それは結局、単純労働者を受け入れるかどうか、移民

を受け入れるかどうかという国の政策に一番かかってい

るのかなというふうに私は思うんですね。移民は基本的

には受け入れないといっておきながら、実際には移民で

あって、外国人集住都市会議も実質上移民であるという

表現を使っておりますが、生活者として日本で暮らして

います。それから、日系ブラジル人ではなくてブラジル

系日本人という言い方が日本にないのが不思議で仕方な

いんです。アメリカ系日本人とか、イタリア系日本人と

かが居てもいいのになと。韓国系日本人とかいう言い方

がなかなか定着しない。日系ブラジル人は、日本では日

系ブラジル人だし、ブラジルへ帰ると外国人と言われる

という話もよく聞きますけれども、それこそどっちの国

へ行っても根付かない。子どものダブルリミテッドの話

もでましたけれども、非常によくない状態にあるなと思

っています 「よっかいち宣言」まで繋いで、四日市の。

事務局としての役割は終わったのですが、宣言の細かい

ところの話しについては、また後に発言の機会もあるか

と思いますので私の話はこれで終わります。ありがとう

ございました。

＜楠本＞

ありがとうございました。引き続きまして木下さんに

お願いします。今の集住都市会議のブロック会議を私も

3回ほど傍聴させていただきましたけれど、集住都市会

議のブロック会議の中でも今の就学義務化の問題をめぐ

って、いろいろ議論が未だに続けられていて、この後の

質疑応答の中でも、就学義務化ということが諸手を挙げ

て賛成できるものなのか、それとも、それ自体問題を含

んだものなのかというようなことについてお話をうかが

うこともあろうかと思います。続きまして、木下さんの

ほうから津市における国際化基本計画の概要と多文化共

生のあり方についてお話しをいただきます。よろしくお

願いします。

＜木下＞

みなさまこんにちは。今ご紹介いただきました津市市

民部市民交流課の木下と申します。

前の三人方に比べて、私はこの4月から、この職に就

きましたばかりですので、この場に居ることが本当に気

恥ずかしい思いで居りますが、4月以降少し自分で経験

したこととか、津市の実情などをお話しさせていただき

たいと思います。今現在の外国人の状況と津市国際化基

本計画それに今現在津市が行っております多文化共生の

取り組みについてお話しをさせていただきますのでよろ

しくお願いいたします。

津市は平成18年1月1日に旧の津市を含みます10の市町

村が合併いたしまして人口約29万人になり、三重県下で

四日市市に次いで2番目、市面積約710平方キロメートル

となり県下でトップという状況です。外国人登録者数に

つきましては平成18年の4月時点で8,240人、平成19年、

今年の4月1日の時点では8,708人、この19年9月末には8,

970人という形で約1年半の間に730人の増加という形に

なっております。津市の人口全体におけます外国人登録

者数の比率は約3パーセントです。登録者数につきまし

ては三重県下でも鈴鹿市、四日市につづき3番目という

状況であります。外国人登録者の国籍につきましては現

在約70ヶ国が登録されております。国別での上位はブラ

ジルがやっぱり1番目、9月末時点では3,802名、約42パ

ーセント、2番目が中国1,716人、約19パーセント、3番

目がフィリピン942人、約10パーセントという構成でご

ざいます。津市の中で地域別にどこが多いかというと旧

津市の市域内にだいたい6,047人、約67パーセント、旧

の久居市の区域に1,233人、約14パーセント、鈴鹿市と

の境にございます河芸町には764人、約9パーセントとい

うような状況になっております。

次に津市が今取り組んでおります、国際化基本計画に

ついてお話しさせていただきます。先程申し上げました

合併により新津市となったわけでございますが、新しい

津市としてのまちづくりの最上位の計画として津市総合

計画の策定が進められております。その最上位の総合計

画のもとに各部門別の計画が予定されています。例えば

環境基本計画、地域福祉計画、市民交流計画などの策定

が今後引き続き予定されているところであります。その

部門別計画の中に、国際化基本計画の策定があります。

近年の急速な国際化の進展に加えまして、津市におき

ましても合併により新たな市域が広がったことにともな

いまして、文化や慣習の異なる様々な国の方がたくさん

住まわれている状況になってきております。このため、

現時点ではまだ正式名称ではなく仮称ですが津市国際化

基本計画の策定をすることによりましてこれまでの合併

前までの国際交流の実績成果ともあわせまして、お互い

の文化の違いを認め合いながら対等な関係を基本に地域

社会の構成員として共に生きていこうという、いわゆる

多文化共生といわれる取り組みを計画的に推進していこ

うとしているところであります。津市国際化基本計画素

案につきましては津市の担当部局によります策定委員会

、 、により原稿の作成を行いまして これを学識経験者の方

国際交流団体の代表者の方、また公募の委員さんで構成

されております津市国際化推進市民懇談会というところ

の会議の中で意見や提案等いただきまして、またそれら

に修正等行いまして原案のほうの作成を進めていく予定

でございます。そこで作成されました原案等につきまし

て、さらに広くご意見等いただくために、パブリックコ

メントという表現をしておりますが、公開での意見の聴

き取り等を行った後に、意見の反映修正等を行いまして

最終案を作成し国際化基本計画の策定というような形で

現在作業を進めているところであります。

国際化基本計画の内容と項目といたしましては、前段

といたしまして基本計画策定にかかる経過や趣旨につい

ての記述を行い、次に基本計画の前提条件となります計
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画の背景、性格、構成についての記述を行い、津市にお

ける国際化の現状と課題についての分析をし、津市にお

けます国際化の基本的な考え方基本理念、基本目標、施

策の基本方法について設定し、最後に津市における国際

化のそれぞれの施策について個別に推薦する項目の設定

を行っていくと、このような内容を予定して作業を進め

ているところであります。今のところ、案の段階ですの

で正確な基本理念、基本目標については細かくは申し上

げにくいんですけれども、基本的には国籍や民族、多様

な文化を認め合い、心豊かで元気あふれる県都の実現と

いうような形を基本理念に持っていこうという考えでお

ります。その中の基本目標的な部分としましてはトップ

に多文化共生の意識づくりと推進、それから次いで今ま

で続けてきました姉妹友好都市など海外都市などとの交

流をさらに充実させていこうという目標と、国際感覚豊

かな市民の育成という項目、また今度新たな国際化への

取り組み体制の整備充実というような基本的な目標にな

るかなという状況であります。基本計画のほうにつきま

してはだいたいそういう形で、総合計画等、大元の最上

位の計画策定後、さらに下部の計画策定にいく形になる

かということで現在予定されております。

パネリストの木下一大さん（津市 市民部市民交流課）

続きまして、基本計画の中にも個々に出てくるかと思

いますけれども、現在の津市として多文化共生のために

取り組んでいることについて少しお話しさせていただき

。 、たいと思います 外国人の方が津市に住まわれるときに

最初手続としてみえるのが、市役所の外国人登録の窓口

でございます。新規登録、住所変更などの届け出のため

に窓口にいらした時に津市での生活にかかわる基本情報

の提供ということで生活ガイドブック、津市での生活に

おけます本当のごく基本的な情報を載せたものを配布さ

せていただきまして、情報提供をまず行わさせていただ

いております。それと、市役所の方へみえました住民の

方などを対象にいたしまして、月に2回程度、約2時間な

んですけれども、市役所本庁の1階のロビーにおきまし

て、生活オリエンテーションという事業を行っておりま

す。これは市内に在住される外国人の方に向けて生活に

必要な基本的なルールを伝えることにより、お互いが安

心した生活を送れるよう支援することを目的として開催

いたしております。ちなみにそのオリエンテーションで

説明しております内容といたしましては、外国人登録制

度について、健康保険の関係について、災害時の避難場

所等について、自治会とゴミの出し方について、それか

ら外国語で対応できる医療機関等の紹介、それと先程も

今回の会議のサブタイトルにございますが、子どもの教

、 、 、育について 教育委員会等 学校教育への手続きの仕方

どこへ行ったらいいのか、というようなこの辺の話の基

本的な内容の説明を行っております。それから、そうい

う説明の他に最近多くなってきているんですけれど、外

国人の研修生さんに向けまして、その受け入れ時の公的

機関での一定時間の研修という形で日本の生活案内とい

うことで、講師として説明にいっております。基本的に

は生活オリエンテーションないし先程のガイドブックを

利用しまして基本的な内容の説明をしております。ただ

その中でも特に災害時の対応、避難場所につきまして地

震、津波など災害にあまり縁のない国の方、特に中国の

方とかがみえますので、その方たちには三重県の方で作

製している地震防災ガイドブックというのがございまし

て、多言語版で作製されておりますが、そういうものを

活用させていただきながら、地震災害避難場所について

はしっかり説明をさせていただいている現状です。

それと、教育委員会さんが主催で行っている事業なの

ですが、津市立の中学校に在籍する外国人生徒、その保

護者等を対象にいたしまして「学校へ行こうin津」とい

う名前の高校入試とか進学についてのガイダンス、説明

会の開催を年に1回しております。そこでは、卒業され

た生徒が今通われている高校を直接紹介したり、高校で

の生活について卒業生の先輩から生の声を聞くという形

。 、 、での説明を行っております また その場におきまして

入試の関係とか推薦入学について県の教育委員会の御担

当者さんからの説明等もございます。それと後もう一つ

教育委員会さんがやっている事業なんですが、津市の高

茶屋の市民センターという所がございますが、そこで毎

週土曜日に日本語教室というのを開催しております。そ

こでは、保護者が教えていただくのと、子どもさんが教

えていただくのという形で教育委員会の方々と、三重大

のボランティアグループ「ジョイア」というんですけれ

ど、そちらの方々のご協力を得ながら、年間通しで毎週

土曜日の開催をさせていただいている状況です。

それ以外にですけれども、外国人の住民の方を対象と

しました防災訓練を市の防災担当課もしくは県の関係機

関等と連携して、自治会が行ったり、例えば最近で外国

人学校において開催されました防災訓練についても協力

いたしました。そのような形で、いろいろ何か開催した

いということで相談があれば協力をさせていただいてお

ります。それ以外に例えば地域の国際交流協会、実は私

ども市民交流課で窓口も事務局もやっておりますが、そ
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の中で今現在、津市内の多言語版のガイドマップという

ようなものを作製しようと今年度動いております。まだ

どういう形での成果になるかは未定ですけれども、いろ

いろなご意見等取り入れながら外国人の方に向けてのマ

ップの作製を進めていきたいと思っております。それと

協会では市役所の近くの中央公民館で毎週日曜日夕方6

時から7時半まで日本語講座をやっております。そこで

は外国人の方々が、その時間に集まってみえて、日本語

のボランティアの方々がそれぞれ日本語の講座を行って

いるというような形で授業を行っております。それ以外

にも津市内で国際交流協会が行っているいろんな多文化

共生にかかわる事業がございますが、今日お聞きの皆様

で、もしご興味があるとか、是非ということがございま

したら、私、市役所の市民交流課3階におりますのでお

寄りいただければいろいろとご紹介させていただきたい

と思いますし、市のホームページや協会のホームページ

等にもいろいろ載ってございますのでまたご覧いただけ

ればと思います。

なにぶん拙い話で申し訳ございませんですけれども皆

さんが少しでも多文化共生ということに興味をお持ちい

ただければ幸いです。以上で私の話を終わらせていただ

きます。ありがとうございました。

＜楠本＞

どうもありがとうございました。4人のパネリストの

方にお話しいただくのはこれで終了したわけですけれど

も、この後指定討論ということで、特に外国人の子ども

の現状という点につきまして伊賀で通訳・翻訳のNPO法

「 」 、人 伊賀の伝丸 の事務局長をしておられる丹下さんに

子どもたちの状況特に中学から高校に進学するというこ

とにかかわってこれまでに経験されたことについてお話

しをうかがって、それにあわせてその当事者であるマッ

クス君にも少しお話しをうかがいたいと思います。それ

では、よろしくお願いします。

＜丹下＞

今、紹介していただきましたNPO法人「伊賀の伝丸」

事務局長の丹下といいます。よろしくお願いします。

私たちNPO法人「伊賀の伝丸」では多文化共生にかか

わるいろいろな事業をしているんですけれども、その中

でも外国人児童にかかわることですと、伊賀市と伊賀市

国際交流協会とNPO法人「伊賀の伝丸」の三つの協働で

多文化共生相談をしていまして、そちらのほうで外国人

の子どもを持つ保護者の方から相談を受けることもあり

ます。また、小中学校から教育委員会の費用、または小

中学校独自の費用を使って通訳に来て下さいということ

で通訳の派遣も行っております。そしてまた、小学校中

学校の外国籍の子どもとその保護者と先生たちに集まっ

ていただいて、毎年1回秋に高校進学ガイダンスをして

。 、 「 」います その中で ガイドブックの翻訳を 伊賀の伝丸

でさせていただいております。また、当日はボランティ

アスタッフとして通訳できる方々、できなくても何か協

力したいという伝丸会員の方々でボランティアスタッフ

もさせてもらっています。また、毎週土曜日の昼2時か

ら4時まで学習支援教室というのもしておりまして、場

所は「伊賀の伝丸」の事務所を使って私たち「伊賀の伝

丸」の者がマネージャーをさせていただいて、市民の方

々がティーチャーということで学習支援を子どもたちに

しています。これが 「伊賀の伝丸」と外国籍の子ども、

たちとのかかわりの大まかなことです。

今日、こちらのかなり緊張されててリラックスして下

さいという感じなんですけど、一緒に来ていただいたマ

ックス君を紹介します。

私 「伊賀の伝丸」で働く前に伊賀市、前は上野市だ、

ったので上野市国際交流協会というところで働いており

ました。市役所の文化国際課の中に事務局があったもの

で市役所の中での通訳や翻訳なども携わっておりまし

た。その時に教育委員会にお父さんとマックス君がやっ

てきまして、その時に私がマックス君の初めて喋った日

本人、言葉は日本語じゃなかったんですけれど、という

ことでよく覚えて下さっています。その前にお父さんと

のかかわりも先にありまして、私は「伊賀日本語の会」

という外国人の方々に日本語を教えるボランティアグル

ープにも参加していましたが、その中で、お父さんと先

に知り合いでした。その後、国際交流協会に勤めること

になってマックス君とも知り合ったわけです。出会いは

いいとして、今日は何を言いたいかといいますと、今回

これに出るので、伊賀市教育委員会に「これみんなの前

で言っても大丈夫なんですね？」ということを確認して

参ったんですけれども、伊賀市の教育委員会の内規で、

中学校3年生に来日して進学意欲のあるものは生徒と保

護者の同意書により2年生の3学期に入れることができる

ということが決まっているんですね。これは何かといい

ますと、マックス君が日本に来たのが中3の3学期にあた

る1月でした。中3の3学期の1月に来て高校受けたい、高

校に行きたいと思っていました。ただ中3の3学期で、勉

強する時間がありません。日本語が全くできずに来たも

ので、高校に入るのにそれではちょっと高校受験難しい

かなということで教育委員会に話しに行ったところ 分、「

かりました2年生の3学期で」という話になりました。と

いいますのも、その前にも前例はあったんですね。ただ

その時にまだこの内規は無かったと聞いています。私が

掛けあって、ちょっと高校受験のためにどうしても1年

は勉強したい。中学校で勉強したいということで学校側

も校長先生が受け入れてくれまして、そういうふうに入

ることができました。たまたま今日それを言おうと思っ

ていたら、こちらにそこに座ってらっしゃるカルロス君

もペルーの方なんですけれども、彼の場合は本当に特別

でして来日した時には、もうすでに就学年齢を超えてい

ました。16歳でしたか？彼は16歳でしたけど、妹さんと

一緒にいらっしゃって高校にどうしても行きたいという

ことで、支援されているスペイン語がわかる方が中学校

の校長先生に掛けあって、校長先生の特別な判断で、年

齢は過ぎているけれどもということで入れてもらいまし

。 、 、 、 。た そして今 高校 大学 大学院とがんばっています

こちらのマックス君もですね中3の歳に来ましたが、中2
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、 、の3学期に入れてもらって そこから日本語を勉強して

そして今高校3年生ですので、大学受験を控えておりま

す。その大学受験のお忙しい中をちょっと無理矢理引っ

ぱってきてマックス君には騙されたと言われたんですけ

れど、今日は皆さんに是非この機会に子どものことを考

えるということで、直に子どもの思ったこと聞いていた

だければなと思って一緒に来てもらいました。

まず、私が喋るよりもマックス君の声を聞いていただ

きたいと思います。マックス君はペルーの方です。ペル

ーのどこから来ましたか？

指定討論者の丹下さん（左）とマックス君（右）

＜マックス＞

。 。ペルーのチンボテというところです 海の近い町です

＜丹下＞

皆さんペルーはどこにあるかご存じですか？わからな

い方はお家で調べて下さい。私もちょっとその場所はど

こかわかりませんが、それもお調べ下さい。そこから来

ました。それが今からちょうど4年前？ですか。

＜マックス＞

来年の1月で4年になります。

＜丹下＞

そうですね。今、3年と何ヶ月かですね。まず、日本

に来たのはなぜですか？

＜マックス＞

僕が小学校6年生の時にお父さんだけが日本に来て、

それで僕は4年間ずっと会っていなかったお父さんに会

いたいという気持ちがあったから、それに日本の技術に

憧れていて日本の技術を学ぼうという理由で日本に来ま

した。

＜丹下＞

来たとき全く日本語が分かりませんでした。

＜マックス＞

全然分かりませんでした。

＜丹下＞

そんなマックス君が日本にやってきました。そして、

中学校に2年生の3学期に入れてもらって、入りました。

1日目どうでしたか？

＜マックス＞

そうですね、1日目はクラスメイトの人たちがみんな

優しく喋りかけてくれた。僕はみんなが話していること

を全然分からなかったが、彼らの笑顔を見るとその優し

い気持ちが伝わってきて、普通の学生生活を過ごそうと

思っていたが、実際は違った。

＜丹下＞

というと？

＜マックス＞

やっぱり、日本語を喋らないと勉強も友達もできない

し、自分は勉強が嫌いなわけでもなかったし、ペルーの

中学校と違って勉強しなくても学年が上がれることがあ

ったけど、勉強しないと上がっても自分には意味がなか

ったということがありました。

＜丹下＞

日本語が分からないなかで、日本の生活もはじまりま

したよね？その時にどうでしたか？

＜マックス＞

僕は、お父さんと会いたいという気持ちで来たのに、

お父さんの仕事の都合でお父さんと会える時間はとても

。 、 、少なかった あとは 自分も日本語が喋れなかったから

家の外に出ても、もし迷子になったりとか何かあったら

という不安があったから、家から出ることも怖いくらい

でした。

＜丹下＞

はじめはそんな気持ちだった。でも中学校で勉強して

いくうちに日本語もどんどん覚えていきました？

＜マックス＞

そうですね。日本語を全く知らなかった頃は、なんだ

か自分の前に曇ったガラスがあったような感じで、その

曇ったガラスの辺りが全然見えなくて、でも日本語がだ

んだん分かってくると曇ったガラスがだんだん消えてい

ったんですが、それまでは何人かが僕の友達になりたが

っていて、それを僕はずっと日本語が分からないから、

なんで喋りに来るのとか、なんで俺の顔を見ているのと

か不安があったから、自分は逃げてばかりだった。本当

にバカだったと思っています。

＜丹下＞

マックス、逃げていたけれど最後は逃げずに向かい合

うことができたんですね？

＜マックス＞

そうですね。でも、中3で、もうみんな進路が決まっ

ていて、中学校でできた友達もなかなか会えないし、凄

く悲しかった。

＜丹下＞

今日いろいろ聞いていまして、私たちゆっくり話すこ

とはあまりないんですけど、今日は久々に話せたんです

けど、その時に一つは日本語が分からないということで

コミュニケーションが取れなかったということもありま
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した。あとマックス君はペルーのほうでは中学校3年生

を終えてきています。そして日本へ来て、また中3をや

り直すという形になったんですね。ということで、ペル

ーで中3まで勉強はしていたんで学力というのはあった

んですね。

＜マックス＞

はい、ありました。

＜丹下＞

けれど、日本語が分からないためにこれができなかっ

たんですよね？そのいい例がありますね？

＜マックス＞

そうですね。自分が得意だった数学でいうと、簡単な

問題でも、例えばりんご2つあって、そして1つのりんご

を食べて、さありんごは何個残っているの？というよう

、 、 。 、な 問題でも解けなかったし すごく悔しかった でも

自分の中では日本語が喋れないだけで実力がダメという

ことじゃないよってずっと考えていました。あと、高校

の進路の時にその時の担任の先生と話していたら、僕は

日本の技術に憧れていたから工業高校に行きたかったん

ですけれど、最後の進路相談の時に、残念ながら日本語

力がないから工業高校は難しいですねと言われてすごく

悲しかったです。

＜丹下＞

さっきも言っていましたように、日本語ができないか

らといって、その子が何も分かってないというわけでは

ないということをマックス君はずっと胸に持っていたん

ですね。簡単なことでもちろん分かってはいる。それを

スペイン語、ペルーはスペイン語ですので、スペイン語

で聞かれたらすぐ答えられることを日本語で聞かれるが

ために分からなかったという辛い思いをしたわけです

ね？

＜マックス＞

はい、そうです。

＜丹下＞

そういうことで、中学校1年間過ごして行きたい工業

高校はちょっと無理かな？ということで農業高校を受け

ることにしたんですね。けど、その受けることにした前

に中学校でちょっと悩んだことがあったんですね。高校

に行こうか？行かないでおこうか？

＜マックス＞

その時に、もう一人の同じペルー人の友達と仲良くな

っていつも教室で話していたんですが、ある日、自分の

クラスの女の子が違うクラスの男の子に殴られて、それ

を見てやっぱりおかしいと、ペルーではそんなの見たこ

と無かった。

＜丹下＞

男の子が女の子を殴るってこと？

＜マックス＞

そうです。すごく自分も怒ってしまってそのうちにだ

んだん人数が増えていってしまって自分が何もできず、

その教室から出ることしかできなくて悔しかったけど、

ペルー人の友達に言ったら、そのペルー人の友達に「あ

れ、イジメっていうねん」って言われた時、イジメって

なんだろうと思って、ペルーにそんなことってあったっ

け？確かにあったけどそんなには感じてはいなかった。

そのイジメもあったし、自分も日本語があまり話せない

から、もし高校行って自分もいじめられたらどうしよう

とかそういう不安があったから、ちょっと高校行くのを

迷っちゃいまして、それと他のブラジル人の先輩たちと

かに「高校行かんほうが良いよ」とか 「イジメられる、

よ」とか結構言われまして 「会社で働いたほうが良い、

よ、金も貯まるし」とか言われて、でもやっぱりお父さ

んも4年間一人でずっと日本でがんばってきたから僕も

がんばろうということからはじまって、高校に入りまし

た。

＜丹下＞

そうですね。高校に入る話はちょっと置いておいて、

中学校で日本語が分からない子どもたちが、ずっと日本

人の生徒たちと同じクラスにいるわけじゃなくて、いく

つかの授業を日本語教室というのがありまして、そこで

日本語教育とかを学ぶということがあったんですね。こ

れを「取り出し授業」と呼んでいるんですけれども、確

かに助けられたこともたくさんありますけれど、ただそ

ればっかりではという思いがちょっとあったんですよ

ね？その辺を。

＜マックス＞

その国際教室というのはあまり好きではなくて、自分

は確かに日本語を学びたいという気持ちはあったけれ

ど、その教室に行ったら、外国籍の子が多いんですよ。

だいたいペルー人の子、スペイン語を喋れる子らがいて

日本語をなかなか練習もできないし、やっぱり自分の教

室にいたかった。日本人と一緒にいればその日本人と話

もできるし、あとは中学生が喋っている日本語をもっと

学びたかった。その国際教室にいれば、日本語は学ぶけ

ど敬語しか学ばないし、それで学んだ敬語を教室で練習

しようと思っても、相手に笑われたりとか、なんで敬語

を使ってるの？とか。そういう不安もありましたから、

自分は教室にいた方が安心だった。自分はスペイン語は

喋れますけど、日本語を絶対使わなければいけないとい

うことがあったら、もっとその日本語上手くなると思い

ます。

＜丹下＞

日本語教室は助けにはなったけれど、ずっといると自

分のクラスの子たちとのコミュニケーションが取れなく

なるという思いがあったんですね。それで、なるべく教

、 。室に 分からなくても教室にいたいと思ったんですよね

、 、そんな思いで 中学校を過ごして今高校に入りまして

高校ですごくがんばりましたね。いろんなことがありま

したね。ラグビー部にも入って部活もがんばりまして、

高校入って1年目の時に県の教育委員会のほうから高校

生同士、中学校一緒だったけれども高校になってみんな

バラバラになっちゃった子がいる。そういう子たちが離

ればなれになったけれども、一緒に励ましあっていける

場があればいいねということで 「高校生の集い」とい、

うのを3年前から始めました。3年前始まって今回が3年

目、今年が3年目で実は明日、それがあるんですね。実
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はマックス君それですごく忙しかったんですけれど、そ

れのことも教えてくれますか？「高校生の集い」ってい

うのを。

＜マックス＞

はい。さっき丹下さんが言ってくれたように中学校の

時に一緒だった外国籍の子たちが高校に行ってバラバラ

になってなかなか会う機会が無いので、会える場所をつ

くろうという気持ちからはじまって「伊賀地区外国籍生

徒交流会」がうまれたわけです。それで明日3回目にな

ります。3年生の僕たちも最後の交流会なので最高の交

流会にしたいので是非みなさん、よろしければ来て下さ

い。

＜丹下＞

はい。ちょっと宣伝になるんですけれど、一般の方も

参加できる高校生の集まりになっています。明日、三重

県立上野農業高校で11時半受付で始まりますので、是非

マックス君が今年実行委員長をしている高校生の集いに

も行っていただけたらと思います。こうやってマックス

君もまだまだいろなことを話したいとは思うんですけれ

、 。ど すみませんちょっと時間が長くなってしまいました

マックス君にしても、今日話を聞きに来ているカルロ

スさんにしましても「伊賀日本語の会」という日本語を

教えるボランティアグループという居場所がありまし

た。また支えてくれる人たちもいました。そしてまた、

今までの前例がありまして教育委員会が内規を作って特

別な計らいをして、外国籍児童の子どもたちの進路保障

の一環を担ってくれています。こういった場所が伊賀市

だけでなく、いろんな市で、どこの市に住んでいるか、

どこの市に引っ越してきたかで、その子の人生が変わっ

てしまうのではちょっと納得のいかないことだなと思い

、 、ますので こういうことが広がっていけばと思いまして

今日このマックス君を一緒に連れて話を聞いていただき

ました。どうもありがとうございました。

＜楠本＞

それでは、質疑応答の時間ということで、丹下さんに

は壇上に残っていただきまして、あと4人のパネリスト

の方に登壇いただきます。質疑応答の時間ですから本来

でしたら客席のほうから壇上にいるパネリストの方に何

か質問をしてそれに答えてもらうという形なんでしょう

けれども、今日はそういう質問に対して答えるという形

だけではなくて、客席に来ていただいた方で、この外国

籍の方々とどのように我々日本人があるいは三重県民が

あるいは津市民がどういうふうにかかわっていったらい

いかという問題について、ご意見をお持ちの方にご意見

を披露していただくという形でも結構だと思います。ど

なたか質問なりご意見をお話しいただける方いらっしゃ

いますでしょうか？

＜質問者－１＞

私は、いろいろ市民運動もやりながら松阪で社会福祉

法人をやっております松阪市在住のオールドカマーで

す。本日はなかなかすばらしい取り組みを聞いていまし

てですね、以前からボランティアの方であるとかNPO法

人あるいは市町村の行政の中でいろいろ前向きに取り組

んでおられる話を聞いていて非常にすばらしいと思いま

す。しかしながらですね、私たち若い頃、結構行政にガ

ーガー言ったこともあるんですけれども、ちょっとここ

でカラスには申し訳ないんですけどカラスに例えると、

皆さんすばらしい活動をして種を植えられるんですね。

しかしその種から芽がでて立派に育っていかないわけで

す。それは昔から「権兵衛が種まきゃ、カラスがほじく

る」と言いましてですね、その芽からでたものを摘みと

ってしまうわけですねカラスが。カラスは何に当たるの

かと言いますと日本の国家の根本理念です 憲法にも 国。 「

民は」と書かれていて、基本的人権が外国人には認めら

れていません。基本的人権が外国人にも適用されると解

釈される場合でも基本的にはこれを反射的利益と言いま

すね。ですから自ら人権を無い状態にしておいて恩恵で

救ってやる、これで感謝してくれと言われてもちゃんち

ゃらおかしい。本当にこの辺は非常に怒りもあるわけな

、 。 、んですけれども ずっと変わってないですね ですから

こういった運動とか活動においては、カラスの存在を抜

本的に変えていかなきゃならない。日本の場合は経済は

とっくにグローバル化していて、我々の食卓にのぼるも

のも海外のものが多いわけですから、利益は海外から取

るけれども自分たちの海外に対するあるいは入ってきた

外国人に対する義務は果たさないというのでは許されな

い。これはもう立法しかないですね。例えば今日の教育

の問題でいっても文部科学省、厚生労働省、法務省がミ

クロからマクロまで縦割り行政で連携していない。もっ

とその辺を連携すればきちんとしたことができるんです

けど、やはりやる気がない、やる理念がない。ですから

どれだけ各人、市民運動各位ががんばっても一瞬で切ら

れてしまいますね。ただ、これは日本人の日本国家の恩

恵だという部分には黙認していただけます。しかし、平

等なものとして我々にも権利があるんだなんて言い出す

ととんでもないことになるんです。一つだけ言いますと

例えば今日、教育の義務化というのをおっしゃってまし

たけど、この多文化共生というのは本質的にはやはり日

本文化の押しつけなんですよ。戦前は皇民化政策、それ

からそれ以後は同化政策、そして今、多文化共生という

ふうに文言が変わっただけじゃないかと。アイデンティ

ティの観点からいうと、もとの部分を全く無権利状態に

しておいて、どんな多文化共生があり得るのか。という

のは非常に奇妙だというか、それが立法府の選挙の争点

にはならないわけですね。私があまり批判めいたことを

、 。言うのも何なんですけれども 実は今私48歳なんですよ

いつか日本も必ず共生社会が来ると思うんですけれど

も、ただ私が生きている間は無理だろうなと最近はつく

づく思うんです。でもいつの日かそういう日がやってく

るのは間違いないと思いますので、こういった種を植え

るといいますか、いろんなボランティアのそういう取り

組みは続けていかないと駄目なんだなというふうに今日

また考えを新たにした次第です。私の意見としては以上
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です。

＜楠本＞

ありがとうございました。ちょうどいい話をしていた

だきました。外国人に人権が保障されるかという問題に

ついて、今の方は、外国人には人権が保障されていなく

て、ただ恩恵として日本人と同様に扱っても問題の無い

領域については同様に扱ってあげますよ、というような

態度をずっと日本はとってきたということをおっしゃっ

ていましたけれども、憲法上は、権利の性質上日本国民

に限られるものを除いては、憲法第3章が規定する人権

の保障は外国人にも及ぶというのが通説であり判例であ

るわけなんです。ただそれが具体的な事件の処理という

ことになりますと、今言ったような解釈を明言しました

いわゆるマクリーン事件判決でも、入管法上の法務大臣

の裁量を広く認めていて、在留期間の延長の際にその外

国人がどのような政治活動を行ったかということを評価

しても構わない、それが日本政府にとって不都合なもの

であれば在留延長しないということも許されるという判

断をしているんですね。つまり入管法上の枠内で人権が

保障されるという、人権論からいうと全くの転倒した考

え方を最高裁がいっているわけです。しかし、その最高

裁も権利の性質上日本人に限られるもの、日本国民に限

られるものを除いては外国人にも人権を保障するとまで

はいっている。だから問題はそこをどうやって拡張して

、 。いくか 我々はそういう位置にあるんだと思うんですね

次に今ちょうど発言の中にありました、外国人の教育

の義務化の問題です。この義務化の問題は一方では就学

機会が保障されていない子どもたちに就学機会を保障し

ていくという意味で、非常に大きな意味があると同時に

他方では民族教育、特にオールドカマーの方々が行って

きた民族教育をめぐって、子どもにどういう教育を施す

かということについて国家から干渉を受けないという問

題と、両方がクロスする場面として非常に微妙な問題に

なっていると思います。この問題を是非、パネリストの

方に聞いてみたいと思っているんです。というのは、外

国人集住都市会議は先程申しましたとおり就学義務化と

いうのを提言として打ち出しました。しかし、もう一方

では日本の今の小中学校の教育のあり方が端的に言いま

すと日本人化教育になっていて、文部科学省も対外的に

なぜ外国人の子どもたちについての就学義務化に踏み切

らないのかということについて国際委員会で質問された

際に日本の小中学校での教育は日本国民を形成するため

の教育なのであってそれを外国人に義務化するのは適切

。 、でないというような答弁をしたりしています ここでは

ニューカマーの外国人の方々に就学の機会を保障してい

くために義務化が必要だという要請と特にオールドカマ

ーの方々がやってこられた民族教育を保障するという意

味では日本の小中学校への就学の義務化は必ずしも適切

ではないという二つの側面があるように思うわけです。

この点について集住都市会議の中でも依然として議論が
に続いているように思いますので、坂倉さんからこの点

ついて説明していただければと思いますが、いかがでし

ょうか？

＜坂倉＞

今年は先程も申し上げましたけれど、この三重県の入

っているブロックは教育をテーマに取り上げています。

実はこの28日に美濃加茂である集住都市会議で文科省

に対して提言を出すんですけれども、その中に教育の義

務化ということを入れるかどうかということをすごく議

論しました。これは、その場だけの議論ではなくてそれ

までもずっと議論は続いているんですけれども、私が考

えるにですね、戦争、戦後それからサンフランシスコ講

和条約等があって外国人登録法とかができて、そういっ

たオールドカマーの方たちがたどってきた経緯と産業の

空洞化にともなって入ってきたニューカマーの人の入り

方のその構造の違いがまずすごく大きいとは思うんで

す。しかし、だからといって全ての人の学力保障とかで

すねそういったところについては何ら変わるものではな

いと思います。これは日本人についても一緒で、ちょっ

と飛躍しますけど、私は日本人にも教育を選ぶ権利があ

っても良いんじゃないかと思っているんです 「日本人。

をつくるための」って、別に日本人にならなくてもいい

じゃないと個人的に思っていて、例えばインターナショ

ナルスクールを選ぶ日本人の保護者もいます。そういう

観点からすると、今の学校教育法の一条校にだけ入れる

んだというような形での義務というようなものであれ

ば、私は全然それには賛成ではないです。先程、トロン

ト大学の中島和子先生の話で4歳から8歳というのがすご

く重要だとカナダでは4歳から義務教育化しているとい

うことです。子どもというのは自分で動けないですから

日本の法律では保護者に対して自分の子どもを学校に入

れる義務があるという書き方になっているわけです。義

務化するというのは公共の福祉のために行動を制限する

わけですよね。そこに行かないという自由を放棄させる

わけですから。権利の保障とかそういうものを担保する

ための非常手段として何かを制限する。これについては

私もこれ以上のことを皆さんに説明できる状態ではない

んですけれども、自分もこれからもう一つ突っ込んだ議

論に入れるように勉強する必要があると思うんですけれ

ど、エキスパートの人も教育委員会の人も出席して一緒

になって考えないといけないとも思っています。ちょっ

と回答になっていないかも知れません。ただ、やはりそ

ういったものを含めてちゃんと説明した上での教育の義

務化というものを私は言っておくべきことなのかなとは

思っています。4歳から8歳とかあるいは義務教育年齢は

一番大事な時期です 「伊賀の伝丸」さんのマックス君。

もちょうど15歳くらいまで母国で基礎学力をつけられ

た、その辺りがきちんと保障されないと子どもというの

はすごく不幸な道を歩む、そのためにはどうしたら良い

かという苦肉の策の中で教育の義務化というのをあえて

使ったというのが私の考えです。

＜楠本＞

私が集住都市会議のブロック会議を傍聴した際に、私
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の誤解でなければ小島先生はこの義務化の提言について

は疑問を持っておられるように拝聴したんですけれど

も、もし良ければこの問題について小島先生ご意見うか

がえますか？

＜小島＞

個人的な意見でお話ししたいと思います。私は個人的

には義務化は反対です。というのも今の風潮の中で、い

わゆる就学というものの考え方がはっきりしていない中

で、外国人の方たちに対して一律に義務化するというこ

とは、ものすごく反対です。理由は二つあります。一つ

は、いわゆる就学の考え方がまちまちである。例えば、

今日のお手元の資料の中にあった文部科学省が実施した

外国人の子どもの就学実態調査ですけれども、これをみ

たときに就学という定義が、ここでは公立学校等と外国

人学校等に分かれているんです。このような姿勢である

、 、にもかかわらず 外国人学校の法的位置付けというのは

きちんとされていませんよね。ましてや各種学校、朝鮮

学校はすべて都道府県の中で各種学校という法人格にな

ってますけれども、それも変な話、地域にある自動車学

校や専門学校などと同じ扱いです。それ以外の外国人学

校については各種学校でさえ認められていない、いわゆ

る「学校」としては認められていない外国人学校がたく

さんあるわけです。そうした朝鮮学校も含めて外国人学

校に対して法的位置付けがきちんとされていないにもか

かわらず、こうした就学実態調査の時には就学者と考え

ながら、一方で国は外国人学校に対しては一切公的支援

をしていない状況です。ですので、就学というものの定

義が曖昧ということで反対であるということが一つで

す。

二つ目は、今の公立学校の教育の中の話です。とりわ

け今愛国心云々というものがいわれている中で、外国人

の子どもたちがこんなに就学しているにもかかわらず、

子どもたちのアイデンティティや母語、母文化というも

のが保障されるようなシステムが公立学校の中にありま

せん。議論の中心が愛国心となっているような中での就

学、公立学校のあり方というのは見直さなくてはいけな

いと思っています。したがって、そうした議論が全くな

い中での義務化の提言だったので私は反対です。いわゆ

る母文化、母語そして多民族、多文化というものがすべ

て公立学校の中でも保障され、かつ、多様な就学があっ

ても良いんだ、外国人学校というものがきちんと保障さ

れ、そちらも選択肢として選べるような環境というもの

ができるんであるならば、義務化というものは考えても

良いかと思いますけれども、全くそうした議論が無い。

文部科学省等の調査でもそうでした。学校に行っていな

い子どもたちがこんなに少ないね、転居や帰国等と書い

てある子どもたちが多い、だから外国人登録法をもっと

コントロールするべきだというような風潮になってしま

って、学校に行っていない子どもたちがこんなにいて、

ましてや外国人学校に行っている子どもたちがこんなに

いるにもかかわらず、外国人学校の議論はないし就学を

保障しようよというシステムも無い中で、一方的に外国

人登録をもっとコントロールしようとしている。長年の

いろんな方たちのご尽力によって指紋捺印が日本の中で

解決されてきたのに、今逆方向に向かっていますよね。

こんな状況の日本の中で、就学の義務化というような議

論は、もう少し考えた上でするべきじゃないのかなと私

自身は思っています。

＜楠本＞

もう一つこれと関連する問題があります。現在外国人

登録制度の見直しと入管法上の規制強化が進んでいるこ

ととの関連ですけれども、これも外国人集住都市会議が

打ち出している注目すべき提案があります。それは在留

期間の更新の際に子どもを就学させているかどうかを要

件として考慮してはどうかという案です。つまり、子ど

もを就学させていないという場合は在留期間の更新を認

めないということも暗に含んでいる提案なんだろうと思

います。これは、先程の就学義務化の問題と外国人管理

のあり方とをつなげて考えようというものですね。集住

都市会議は恐らく外国人の管理強化という点よりも、む

しろ就学を促すということに力点を置いてそういう提案

をされているんだと思いますが、これについても当然い

くつか問題点が出てくるんだろうと思うんですね。この

点についても同じ方ばかり名指しして申し訳ないんです

けれども坂倉さんコメントお願いします。

＜坂倉＞

先程私が登壇して話をさせていただいたときに、子ど

もの教育を受ける権利の保障の中のすごく大きなファク

ターとして保護者の意識というのがあるということを説

明し忘れていたのですが、これは国籍に関係なく、保護

者の子どもの教育に対する考え方に子どもは大きく左右

。 、されます だから在留資格の更新時にそれもみて下さい

他にも地方税の納入のこともみて下さいといっていま

す。外国人集住都市会議は外国人の権利のことももちろ

んいいますけれども、行政というのは非常にフラットに

いろんな面を見て提言をしていますので、権利と義務の

両方とも見ています。今確かに実際のデータとしても残

念ながら義務の方に問題がある。これは行政の説明不足

というのがすごく大きいということもあって一概に外国

人の方を責めているという意味ではないんです。でも外

国人の方がそういった義務を守っていけば日本人の人た

ちとの軋轢とかが少なくなっていくと思うので、そこを

どうやっていけば良いかと非常に苦慮しているところで

す。しかし、これは地方だけではなかなかできない。と

いうのも受け入れを決めているのは国ですから。先程も

法務大臣の裁量というものもありましたけれども、それ

に対して地方は全く権限もないわけで、産業が活性化し

ているとかそういったことだけで外国人の方が動いてい

る。特にニューカマーの方はそういう状況にある中で、

地方でできることを精一杯やってもやはりこういう手を

打たないとどうしようもないという中から、人権と非常

に相反する部分もある程度分かっていながら、でもやっ

ぱりこれだけはどうしても見て欲しいということです。
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ただ、先程の在留資格に子どもを学校に入れているとい

うことを含めるというのは若干制度上矛盾があって、義

務教育でないものを在留資格の要件にはできないという

のが国の判断です。そこで、最近は表現を変えていて、

規制改革要望では在留資格審査の際の積極要素とすると

いうちょっと曖昧な若干引いた表現に変えています。外

国人登録法があと2年間くらいでもしかしたら無くなる

か、あるいは大きく変わります。これはもう閣議決定さ

れているので間違いなく変わります。出入国管理法に一

元化されて入管法のほうで外国人登録証に代わって在留

カードみたいなものを発行するというふうに進んでいる

んですけれども、そこについても集住都市会議としてか

なりの意見を今出しています。すごく急速に動いている

ので国の動きを逐一とらえながら、なるべくタイムリー

に提言をしているんですけれども、権利・人権という視

点と若干矛盾するということを承知の上で出している部

分もあります。教育のコメントがその典型的な例です。

＜楠本＞

この論点につきましてもブロック会議で小島さんは批

判的な意見を述べられたと記憶しておりますが、よろし

ければうかがえますか？

＜小島＞

批判かどうかは分かりませんが、会議の中で私は可児

市国際交流協会という立場で参加しています。可児市も

外国人集住都市会議設立当時からの参加都市です。

私一人の意見としてですけれども、在留資格の更新の

際になぜ就学の義務が関係するのか全然分からないとい

うのが我々の意見です。とりわけ先程も言いましたとお

り、多様な就学というものが認められていなくて、いわ

ゆる公立学校に行っている者が就学と考えられている中

で、就学の要件を在留資格の更新の際に入れるという議

論が全く分からない。ましてや先程言いましたとおり、

日本の公立学校の中で子どもたちの持っている多文化、

多民族性というものが全く認められていない教育が行わ

れている中で議論されている、そこの部分が我々、特に

私は賛成できない部分です。

＜楠本＞

ありがとうございました。この問題、僕は大学で法律

を教えているんですけれども、日本国憲法26条は、先程

小島さんのパワーポイントにありましたように 「すべ、

て国民はその能力に応じて等しく教育を受ける権利を有

」 。「 」する という表現になっているんです すべて国民は

といういい方になっていますけれども、冒頭で言いまし

たように現在の憲法学では憲法の文言が「国民」という

言葉を使っているかどうかにかかわらず権利の性質上外

国人にも及ぶかどうかを考えるというのが通説判例にな

っているわけですね。ですから26条も「国民」という言

葉が使われていますけれども、教育を受ける権利が外国

人にも保障されるかどうかは権利の性質によって決まる

と考えるべきなのです。そうだとすると当然どの国のど

の民族に属する子どもであれ学習権を有するということ

はこれは絶対に否定できないと思います。それから、国

際人権規約だとか子どもの権利条約等々で初等教育は義

務的なものとするというのは国際標準になっていると思

います。そういった理由からいって、日本国憲法の下で

外国人の子どもたちにも就学を義務化するということが

憲法解釈上あるいは国際法の解釈上不可能だというふう

には私は考えにくいんじゃないかと思います。その際、

ネックになるのは我々が就学義務化といっているときの

公教育の内容が先程も申しましたように日本人化教育と

いうことになっていることです。公教育がなぜ日本人化

教育でなければならないのかということについて反省を

し、そして市民的公共性を身につけるのが公教育だとい

うふうに転換をはかることが必要だと思います。その意

味で外国人集住都市会議が就学義務化といっていること

の含みの中に小中学校での教育を日本人化教育から改め

て市民的公共性に関する教育を行うものだというふうに

日本の教育を転換しようと、そういう含意があるとする

と私は非常に意味のあるものだというふうに考えていま

す。

＜質問者－２＞

失礼します。お話し途中だったかも知れません、すみ

ません。小学校の教育現場から意見を言いたくなりまし

て、津市の旧河芸町、現在の津市の小学校に勤務してい

ます教員です。河芸町の時代は1年生にあがる歳になり

ますと外国人登録している子のすべての名簿が学校にや

ってきました。就学時健診に来ない子もいます。その子

たちは後日、学校の方で家庭訪問してすべての子が学校

に来れるようにしていました。ところが津市に合併され

てから就学時健診に来て下さいという通知ではなくて、

希望すれば就学させてあげるから申請しなさいという通

知がいくようになりました。まずそこで一段階あるわけ

です。そこで届けを出した子の名簿だけが学校に届くよ

うになりました。つまり、そこで漏れている子たちが学

校で把握できなくなりました。そこで、学校長がすごく

力を込めて交渉して学校にすべての子を名簿に入れてで

はないですけれど、別ルートで届くようにして、現在は

就学時健診に来ない子は家庭訪問を行っています。です

が、それは入学の年齢に当たる子だけでして、例えば3

年生に当たる年齢の子がやってきた時に、学校には一切

情報が来ません。ですので、噂を聞けば、すぐ近くに津

市役所の河芸支所のまたその分所なんですけれども千里

分所というのがありまして、そこにいろいろ通訳して下

さって住民の相談にあたっていただいているブラジル人

の方がみえるんですけれども、その人がすごく情報を持

っていますので、その人を通じて「噂で聞いた子は学校

へ行っている？」とか「あの子はブラジル人学校へ行っ

ているよ」とかそんな情報も入りますので、行っていれ

ばOKと、行っていない子などの情報を聞いたときに、あ

る子はすごく特殊な事情がありまして鈴鹿と津市のどっ

ちに来るかということがはっきり決まらなくて、ちょっ

と宙ぶらりんの状態の子がいましたので、そこへ行きま
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して 「津市の学校へ来させたいという表明はしていた、

らしいんですけれども、ちょっといろんな事情で認めら

れなくて、とにかく学校へ来させたいのならもっと強く

津市に交渉しなさい とお母さんに言ってきました あ」 。「

なたの熱意が大事だから、とことん通いなさい」と「良

いというまで帰らずにとにかく行きなさい」ということ

で認められまして、今うちの学校に通ってきています。

いろんな場面から現場は現場の苦しさがありまして、い

ろんな声はあげるんです。先程の母文化の保障とかそう

いうものも充分ではないんですけれども、ブラジル人と

しての自分に誇りを持って欲しいということなどから、

今年はボリビアの子がダンスを披露して、それを全校の

前で発表し、それから運動会の種目にも取り入れて日本

の子も楽しむと、それからボリビアの誰々ちゃんがいる

から私たちは楽しめたという機会をつくることによって

誇りを持たせようというような取り組みもしています。

、 、ただ 日本語もポルトガル語も両方とも十分に書けない

喋っているかなと思っていたら、私はポルトガル語が分

かりませんので、あの子が喋っているんだと思って通訳

の人に聞いたら 「もうとんでもないポルトガル語なの、

よ」と聞いてああそうかとガックリするようなことがた

くさんある日々です。とても正規の時間だけでは学力保

障ができませんので、授業後の補充学習もしています。

週3回みんなが帰ってからお勉強しています。それもは

じめは外国籍の子だけを対象に考えていたんですけれど

も、当時の校長の発案で何も外国人に限ることはないじ

ゃないかと、日本の子も教室に1時間座っていても何も

わからない子もいるじゃないか、一緒にやろうというこ

とで日本の子も入れてやっています。だからそれは外国

籍の子がやってきて日本の教育のあり方がちょっと変わ

った。全体からみればちっぽけな例なんですけども、そ

ういうところは外国籍の子がいろいろ扉を叩いてくれて

いるなというそんな感じは思っています。現場から積み

重ねていくというのは、本当に根気のいる積み重ねで、

なかなか一つのことを進めるのも難しいんですが、いろ

んなことをいろんな場で言って現場からの要求をしま

す。でも、その度に否定されるのが義務教育じゃないと

いうことなんです。人が欲しい、お金が欲しい、教材が

後は義務教欲しい、いろんなことを言ってもやっぱり最

られていま育じゃないからという言葉によって切り捨て

フロアとの質疑応答

す。なので確かにさっき言われたような義務教育化とい

うものにも問題を含んでいるということはすごく分かり

ます。でも、私たちの現場からみると、やっぱりそれは

行政を動かすとても大きな切り札になりますので、現場

からは多様性のある義務化というものを是非実現して欲

しいと願っています。

＜楠本＞

ありがとうございました。大変貴重なご意見をうかが

いました。他にご質問なりご意見お話しいただける方い

らっしゃいますでしょうか？

＜質問者－３＞

私は、津市に住んでおります。年齢的に義務教育が始

まった年に1年生になりました。しかし私たちは中学卒

業するまで教科書は無償配布がありませんでした。私た

ちが高校へ入ってから義務教育というのは憲法で保障さ

れた就学の権利を行政の側がきちんと果たすための義務

として教科書は無償配布すべきだという論があって、そ

の時に私ははじめて義務教育というのは子どもたちある

いは保護者に義務があるのではなくて教育を受けること

を希望する者に対して国家権力の側に義務があるんだと

いうことを教わったんですね。その後確かに教材は無償

配布になりました。その後給食の問題は今まだ克服され

ていないところもあると聞いておりますが、子どもたち

が教育を受ける権利を貫けるために国家なり行政なりに

課されている義務、義務教育の義務というのはそういう

意味ではなかったんでしょうか？先程からの議論を聞い

ていますと何か教育を受ける義務があるというような話

になっていることを少し怪訝に思うのですが？私の義務

に対する考え方が間違っているでしょうか？

＜楠本＞

通常の憲法の解釈論でいうと、教育を受ける権利の内

容というのは子どもの学習権ということであって、それ

は子どもが大人一般に対して自分の知的な学習意欲を満

足させるよう教育を施すように要求する権利というふう

に位置付けられています。就学を義務付けるというのも

それは親が子どもを学校にやるという側面ももちろんあ

るんだと思うんですけれども、それができるように国な

り行政がその条件を整備するということを当然前提にし

ていると思います。ですから、子どもの学習権とそして

大人一般がその学習権に対して学習機会をきちんと保障

するということを憲法26条が教育を受ける権利という形

で規定しているというのがおそらく通説的な解釈だろう

と思います。今の点では、就学義務化といったときに保

護者が子どもを学校に通わせるということの義務化とい

うことで、それは本来子どもが学校に通えるように行政

なり国なりが条件整備をするという義務だったのに保護

者の義務が前面に出た議論になっていて、その延長線上

に例えば在留資格の問題と親がその義務を果たしている

かという問題とを結びつけるという形で主張される。こ

れは本来のあり方と転倒しているんじゃないかというご
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質問だと思うんですが、これに坂倉さんコメントいただ

けますか？

＜坂倉＞

私が2年半くらいの間で経験した中で言いますと、こ

の義務化の提言の中には保護者義務と国の義務も含んで

います。両方に対してといいますか子どもが権利を受け

ることを保障されるためには日本国はそれを国の義務と

してそういう制度を整備しなくてはならないというのも

いってきました。ただ 「規制改革要望」とか「よっか、

いち宣言」をみたんですけれども今ちょっと探せなかっ

たんで説明できないんですけれども、私の考えは国があ

るいは地方自治体があるいは教育委員会が当然その義務

を負っていると思います。それも含んでいると私は考え

ています。

＜楠本＞

なかなか質問者の意図とぴったり合ったような回答が

私のほうでもそれからどなたもなかなか準備できないと

いうことがあろうかと思いますが、だいぶ時間も押し迫

って参りましたので丹下さんも含めまして5人のパネリ

ストの方に今日のシンポジウムの中で感じた感想なりご

意見なりを一言ずつお願いいたします。それでは、尾崎

先生からお願いします。

パネリストのみなさん

＜尾崎＞

私は教育については専門外ということもあって、スト

レートにこうだということはなかなか言えないんですけ

ども、ただいくつかの点でこういうこともあったという

ことをコメントさせていただければと思います。先程の

義務化と在留資格とのかかわりを求めたのは2002年の日

伯比較法学会の席じゃなかっただろうかと思います。そ

こで「サンパウロ・ロンドリーナ宣言」がそれをもとに

出されたという経緯があります。ドイツで義務教育を怠

る親に対して在留資格を制限するという議論があるの

を、ドイツ法をやっておられる労働法の手塚先生が紹介

しながら強く主張してきたという裏の話もあります。た

だブラジル側もそれについては非常に積極的に乗りだし

たことは間違いありません。ただブラジル側の意図とし

ましては、ブラジル人の子弟を日本の教育のシステムの

中で、完全にブラジル的要素を取り去ってしまえと希望

しているわけではもちろん無いわけです。子どもたちの

教育に対する配慮を欠いた両親の行動、これは両親だけ

の責任ではなくて業務請負という非常に不安定な職業に

就いているために転々と各地を移動するという、3ヶ月

や2ヶ月くらいで次の土地に行かなければならないとか

ですね、そういった移動性の極めて高いファミリーはど

うしても学校に行かない、また両親が揃って来ている場

合はまだ上手くやれるんですけれども片親だけで来てい

て片親はブラジルに居るというような場合には、なかな

か子どもの面倒をみることが難しい。ほったらかしにな

るようなケースが非常に多いというように現地では報告

されていました。そういうことから、できるだけ何らか

の形で教育を保障してやって欲しいという希望だと私は

理解していたんですね。日伯比較法学会の中でも議論は

されましたけれども、憲法の解釈も含めまして、国際人

権規約のかかわりも議論の対象になりまして、それを根

拠に在留資格を剥奪するということは難しいのではない

かというような結論が出ております。以上です。

＜小島＞

私自身の言いたいことは一つです。多様な就学が保障

される社会になって欲しいそれのみだと思っています。

＜坂倉＞

まず集住都市会議の立場からいいますと、オールドカ

マーの方は今まで人権担当の行政が取り組んできて、ニ

ューカマーは国際担当がということで、縦割りになって

います。省庁の縦割りほどは縦割りではないんですけれ

、 。ど そこに国際化という焦点を当てることだと思います

また研修生や実習生のことには今まで取り組んでこなか

ったんですけども、この点にもいろんな考えを示してい

きたいと思っています。それと個人的には多文化共生と

いう言葉はちょっと曖昧で、同化とか社会的統合という

のも誤解されそうな言葉ですが、多文化共生も誤解され

そうな言葉なのでもっと良い言葉はないのかなと考えて

います。浜松では地域共生といっておりますけれども、

多文化共生は、定義も曖昧だし、そんなに浸透していな

いので、ここら辺をもうちょっとはっきりさせるべきか

なと思っています。それと、一番大きなことは、目の前

にいる人は他人なんですけど、その人を受け入れるかど

うかというのは、国籍とか年齢とか障がいの有無とか男

女の別とか関係なく、あなたを受け入れますよという基

本姿勢が一番大事だと個人的には思っています。

＜木下＞

今回初めて参加させていただきまして、非常に勉強に

なりました。自分自身まだ国際交流のイメージから抜け

出せない部分と「多文化共生とはなんぞや」と日々模索

している段階です。私自身の個人のイメージとしては、

今までの国際交流は、時間数が決められている試合、多

文化共生はエンドレスゲーム、という自分の中での一つ

のイメージを思っております。本日はどうもありがとう
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ございました。

＜丹下＞

私が希望することは、今の子どもたち、今日来ていた

だきましたマックスとかががんばれた場所があった。こ

れからもがんばっていける場所があればいいと思います

し、社会に出てからどうなっていくか分かりませんが、

すごく私は期待しています。また先のことですがマック

スの子どもができたときに、またその子どももがんばれ

る場所がずっとあればいいなと願っています。今日はせ

っかくマックスも来てくれていますので、これ終わって

からでも是非皆さんマックスの声を聞いて帰っていただ

きたいと思いますので、何か話しかけてあげて下さい。

お願いします。

＜楠本＞

ありがとうございました。それでは最後に本学の上野

学長が挨拶いたします。

＜学長＞

大変お疲れのところ長時間にわたりましてパネルディ

スカッションにご参加いただきましたすべての方々に感

謝申し上げます。多文化共生というテーマをめぐって、

いろいろ議論をしていただきました。個人的なことでは

ございますが、多文化共生について私も二つほど思いが

ございます。

一つは、実は私の祖父母はブラジル移民でございまし

た。私の父親は7歳の時にラプラタ丸という移民船で1ヶ

月程かけてブラジルのサンパウロに行きました。昭和2

年のことでした。それからいろいろと苦労していたよう

ですが、父親がその社会になかなか馴染めず、向こうで

就学ができなかったこともありまして、約10年で日本に

引き揚げて参りました。父親からすると全く学歴を持た

ないということでありましたし、日本社会でもなかなか

十分な受け入れ態勢がなかったということで、夜間の語

学学校に通って自分のスキルを上げていったということ

でした。もう一つは私自身の経験でございますが、30代

の後半にモスクワに1年ほど留学しました。家族を連れ

て行ったのですが、上の子を現地の小学校に入れ、下の

子は幼稚園に入れたいと思い、様々な交渉をいたしまし

たけれども、なかなか上手くいきませんでした。そのう

ちに根負けをしたということになりましょうか、上の子

は日本人学校に通わせるようになりました。しかし、下

の子は、どうしても現地の幼稚園に入れたいとねばり強

く交渉いたしました。その結果、5月にモスクワへ行き

ましたが、9月になってようやく現地の幼稚園へ行ける

ことになりました。そのような中で多文化共生というこ

との難しさというものを思う存分感じたことがございま

す。

本日は土曜の午後ということで大変お忙しい時間にお

集まりいただいたことに感謝申し上げて本日の会を閉じ

させていただきます。ありがとうございました。

＜楠本＞

皆さん長い時間ありがとうございました。
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裁判例からみる「消えた年金」問題

小西 啓文
Ⅰ はじめに

１ 「消えた年金」―問題の所在

昨今、公的年金をめぐって 「消えた年金」問題が社会的にクローズアップされている。社会保険庁、

が管理する年金記録を紙台帳からコンピュータのオンラインシステムへと切り替える際の入力ミスなど

により発生した5000万件ともいわれる「宙に浮いた」年金記録の名寄せをどのようにするか、がこの問

題の所在である。

この問題を検討した年金記録問題検証委員会の最終報告書は 「社保庁は個々人の記録を一貫して管、

理する姿勢に欠けていた 閉鎖的な人事システムや労使関係が記録問題の間接的原因となった 歴」、「 」、「

代厚相・厚労相、社保庁長官には重い監督責任がある 「内部監査が十分ではなく、保険料横領など」、

の土壌となった 「社保庁、業者とも過去の資料を十分に保管しておらず、管理体制に問題があった」」、

と指摘する 。本庁幹部は厚労省採用のキャリア職員、その下に本庁採用のノンキャリア職員が位置付
１

けられ、さらに徴収や年金相談などの現場業務を行う地方採用職員が続くという、社会保険庁の抱える

いわゆる三層構造が問題をより深刻化させたようにも見受けられる 。今後、社会保険庁は2010年１月
２

をめどに廃止され 「日本年金機構」に移管される見通しであるが、果たして「消えた年金」問題はど、

のように解決されようとしているのであろうか。

２ 第三者委員会による回復認定の実際

安部前首相が「最後の1人に至るまで徹底的にチェックをし、年金はすべてお支払いすることをお約

束する」と公言して2007年の参院選に臨んだことは記憶に新しいが、選挙戦のさなかにはやばやと登場

した地方第三者委員会も、納付を裏付ける証拠が見つからない申し立ての多さに、回復認定作業が難航

しているという。

それでも公的年金のなかで国民年金は保険料が定額なので、保険料を払ったことを裏付ける資料や証

言さえあれば訂正可能である。例えば三重県東員町のある男性（64）は、1970年ごろに国民年金保険料

を納め始めたが、その時、過去２年分をさかのぼって納めた記憶があった。しかし記録上、その２年分

が「未納」になっており、役場や社会保険事務所に３回ほど足を運んだが回復は認められなかった。そ

、 、 。こで 第三者委に回復を申し立て １年３カ月分を回復する旨の手紙が総務省行政評価局長名で届いた

未納期間を除けば、保険料を欠かさず納めていたことなどが「納付意識が高い」と認められたためであ

る 。
３

また、年金記録確認三重地方第三者委員会は、県内の女性（69）について、年金記録の訂正が必要と

するあっせん案を決定した。この女性は、任意加入だった72年11月～73年１月までの国民年金保険料の

納付記録を確認したところ、73年１月分だけが「未納」として扱われていた。当時住んでいた町の事務

所に毎月保険料を持参していたので、１月だけ未納になっているのは納得できないとして、訂正を申し

立てた。

同委は納付記録を回復すべきだと判断した理由として （１）未納とされた期間は１カ月のみである、

こと（２）直前の72年11月と12月の保険料は、当初未納とされていたが、その後納付済みに訂正されて

いること（３）年金切り替えの際に手続きを適正にしており、年金への意識が高いことなどをあげ、あ

っせん案は総務大臣を通じて社会保険庁に伝えられている 。
４

これに対して 「厚生年金の判断は難しい」とは複数の地方第三者委員の声である。実際、中央・地、

方の第三者委が2008年１月末までに出した判断は、国民年金が1618件であるのに対して、厚生年金保険

は336件にとどまる。厚生年金保険では（１）給与から保険料が天引きされていたか（２）事業主が保

険料を納めていたか（３）毎年改定される標準報酬月額はいくらだったかなど、確認すべき点が多いか

らである。

持ち主不明の「宙に浮いた年金」の記録回復の切り札とされた「ねんきん特別便」も、持ち主である

可能性が高いにもかかわらず、書類の内容が分かりにくく、記録漏れに気づかない人が続出している。

このため、発送開始からわずか１カ月余りで大幅な見直しを迫られることになり、2009年４月から加入

者全員に毎年送る「ねんきん定期便」では標準報酬月額を詳しく表示して注意を促すことになった 。
５

３ 「消えた厚生年金」と裁判

この「消えた厚生年金」問題を象徴するのが、仙台市の元会社員（49）が2003年に勤務先と国を相手

に起こした損害賠償訴訟である。

この原告の女性は、92年から３年余り勤めた都内の会社で約30万円の月給を受け取り、ほぼ同額の標
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準報酬月額に見合う保険料を天引きされていた。だが、会社は1994年に無断で訂正届を出し、２年近く

さかのぼって月額８万円に下げていた。そこで「将来もらう年金が減った。国が不適切な指導をしたか

らだ」として訴訟を提起した 。
６

訴訟のなかで、会社側は「社会保険事務所の指導に従って減額された保険料を支払った」という答弁

書を出したが、裁判所は「違法な指導を具体的に裏付けているといえない」などと認定し、会社側に対

して原告に無断で引き下げた保険料差額分を返還するよう命じたものの、年金額減少分の損害を被った

ことは認めず、国への請求も棄却した 。
７

４ 立法による解決と検討課題の設定

もっとも、地方第三者委員を務めるある社会保険労務士は「かつて保険料負担に苦しむ事業主と、社

保事務所職員が話し合って実行したケースが多々あったことは、公然の秘密だ」という。社保事務所に

とっても、滞納、未納を防ぎ徴収率を維持できる利点があるからである 。
８

これらの「消えた厚生年金」問題をめぐって、2007年12月12日の参院本会議において全会一致で可決

・成立したのが、厚生年金保険の「消えた年金記録」被害者を救済する特例法である。同法は同19日に

公布、即日施行される運びとなった。

同法の適用対象は、消えた年金記録の回復を図る総務省の第三者委員会に申し立てて 「従業員が保、

険料を給与天引きされたのに、社保庁にきちんと納付されたと確認できない」と認められたケースであ

り、現時点で該当するのは313件であるが、さらに増える見通しであるという。同法によって、従業員

の給与から厚生年金保険の保険料を天引きしながら社会保険庁には納めていなかった企業があった場

合、保険料支払いの２年の時効を過ぎていても、国が企業や倒産した会社の元役員に自主的な納付を求

める。それでも支払いが拒否された場合は、税金で未納分の保険料を補充し、従業員に年金の支払いを

補填する 。
９

これまで政治による救済の動きが鈍かったのは、税金を使うことについて慎重論があったからだとい

う。衆院厚労委の議論では「従業員が（勤務先に）損害賠償請求して解決すべきだ。モラルハザード、

ばらまきとの批判は免れない」などという意見も出ていた。ただ 「 企業と社員という）民間での話、 （

ではあるが （一連の）年金問題として解決するための政治決断」とする推進論も根強く、最終的には、

「何らかの対応が必要だ」との考えから与野党がまとまった、という。

この厚生年金救済法により、先述した元会社員のようなケースは救済の見通しが立つことになったと

思われる。しかしこれがパートタイマーの場合には、厚生年金保険に加入するか、国民年金に加入する

か、がいわゆる「４分の３ルール」の適用に左右されるという問題も絡んでくる 。そこで以下で一
１０

つの例として 「大真実業事件」を取り上げ、この「消えた年金」問題を主に厚生年金保険法の観点か、

ら検証してみたい。

Ⅱ 大真実業事件（大阪地裁平18．１．26判決 労判912号51頁）

１ 事件の概要

Ｘは昭和24年生まれの女性で、平成５年９月13日から平成14年２月20日まで、Ｙの経営するＡ京橋店

において パートタイムの従業員として 午後９時から翌朝の午前５時までの勤務時間で週４回程度 １、 、 （

か月あたり17日前後）勤務していた。しかしＹは、平成13年、Ａ京橋店の売り上げが落ちていたことか

ら、同店を業種変更することにし、平成14年１月、Ｙの社長及びＢ課長からパートタイム労働者につい

ては退職させる旨の説明があった。そして、平成14年２月18日、業種変更に伴う改装工事のため、Ａ京

橋店の営業を終了し、Ｘを含むパートタイム労働者は全員が退職した。

その後Ｘは、Ｙの経営するＡ西九条店で採用されることが決まり、同年４月21日からＹの経営するＡ

西九条店においてパートタイムの従業員として勤務したが、同年12月29日をもって解雇された。

この間、Ｘは、厚生年金保険の被保険者資格（以下、本件資格）を取得していたが、Ｙは、Ｘについ

て取得の届出手続を執らず、またＸが、Ｙに対し、かかる手続を執るよう要求することもなかった。

このようなＸが、Ｙに在職中、ＹがＸについて本件資格の取得を届け出なかったことが不法行為また

は債務不履行に当たるとして、損害賠償金200万円及び遅延損害金の支払いを求めたのが本件である。

なお本件の争点は多岐にわたるが（雇用保険についても訴えている 、以下では、Ｙが本件資格の取得）

を届け出なかったことに基づく損害賠償請求権の存否について取り上げることにする。

２ 判旨

厚生年金保険においては 適用事業所に使用される一定の者は 厚生年金保険の被保険者とされ ９「 、 、 （

条 、被保険者は、適用事業所に使用されるに至った日に、被保険者の資格（本件資格……）を取得す）

るが（13条１項 、この資格の取得は、社会保険庁長官の確認によって、その効力を生ずるものである）



- 27 -

（18条１項本文 。この趣旨については、広く労働者をして、保険制度の利益に浴させるとともに、共）

同の危険を合理的に分散し、また危険度の高い者だけが保険に加入するという弊害を防止するため、適

用事業所に使用されるに至った労働者は、その日から当然に被保険者資格を取得することによって、保

険者と被保険者及び事業主との間に重大な法律関係が生ずるところから、資格取得の効力の発生を確認

にかからしめ、社会保険庁長官が確認するまでは、資格の取得を有効に主張することができないことと

したものと解される 。」

「そして、適用事業所の事業主は、被保険者の資格……の取得について、社会保険庁長官（社会保険

事務所長）に届け出なければならず（27条、同法施行規則15条 、これに違反した場合には、罰則が規）

定されている（102条１項１号 。）」

「Ｙは、Ｘが本件資格……を取得したにもかかわらず、その取得を届け出なかったものであり、厚生

年金保険法27条に違反するものといわざるを得ない。

厚生年金保険法が、強制加入を原則とする趣旨は、前記のとおり、労働者に保険の利益を得させると

いう点と、一定の弊害防止という点にあると解されるところ、同法27条が、事業主の届出義務を規定す

る点についても、同様の趣旨が妥当するものと解される。

以上の義務が公法上の義務であることはいうまでもないが、同条が、労働者に保険の利益を得させる

という点をも目的としていると解されることにかんがみれば、かかる義務が、単なる公法上の義務にと

どまるということはできない。雇用契約における使用者の本来的な義務は、労働者に対する賃金の支払

義務にあるが、使用者は、雇用契約の付随義務として、信義則上、本件資格……の取得を届け出て、労

働者が老齢厚生年金等を受給できるよう配慮すべき義務を負うものと解するべきである。そして、使用

者が、この義務に違反して、本件資格……の取得を届け出ないときは、その行為は、違法性を有し、債

務不履行ないし不法行為を構成するものというべきである 。」

Ｘは、Ｙが本件資格の取得を届け出なかったため、毎月、国民年金の保険料を支払わなければならな

かったとして、厚生年金保険法の保険料と国民年金の保険料の差額が損害である旨主張するが 「その、

差額が直ちに損害に当たるかはともかくとして、本件において、Ｘの厚生年金保険の保険料の労働者負

担分が月額１万円であったことを認めるに足りる証拠はないし、Ｘが、国民年金の保険料として、毎月

１万3300円を支払っていたことを認めるに足りる証拠もない 。」

また、Ｘは、将来の年金受給額が大幅に減り、年間８万円減額される旨主張するが 「Ｙが前記義務、

を怠ったことにより、Ｘの将来の年金受給額が年間８万円減額されるに至ることを認めるに足りる証拠

はない 「Ｘは老齢厚生年金が減額される旨主張するものと解されるところ、老齢厚生年金の受給資」。

格として、65歳以上であることが必要であるが（厚生年金保険法42条１号 、Ｘは……現在56歳であっ）

て、いまだ受給資格を有するものではない。同条２号は、保険料納付済期間と保険料免除期間とを合算

、 。 、した期間が25年以上であることを要件としているが Ｘがこれを満たすものかも明らかではない 結局

現在において、Ｘが老齢厚生年金を受給できるか否か、受給額がいかなる額になるか否かは明らかでな

く、その損害額は、明らかでない。したがって、損害に関する証明はないといわざるを得ない 。」

１１

Ⅲ パートタイマーの厚生年金被保険者資格と事業主の届出義務

１ 厚年法における「被保険者」

この裁判例のように、厚生年金加入手続をとらなければならないにもかかわらずその手続きをとらな

い事業主は、社会保険庁によると、2006年度末で９万7427社にも及ぶ 。
１２

ところで、厚生年金保険法（以下、厚年法）は９条で「適用事業所に使用される70歳未満の者は、厚

」 。 、 、 「 」生年金保険の被保険者とする と規定する ここから 被保険者に該当するには ① 適用事業該当性

と②「被保険者資格者該当性」の両方を満たす必要がある。

まず①適用事業該当性については、事業内容（法人か否かなど）の業種と、事業規模（従業員の人数

に関する）が重要となり、厚年法の場合、常時５人以上の従業員を使用する事業所及び５人未満でも常

時従業員を使用する法人の事業所であること等が要件である（６条 。）

つぎに②被保険者資格者該当性についてであるが、厚年法は、適用事業に使用される70歳未満の者以

外に、適用事業所以外の事業所に使用される70歳未満の者で事業主の同意を得て社会保険庁の認可を受

けた者（10条）についても被保険者資格を認めたうえで、12条で適用除外を定める。労働時間について

のいわゆる４分の３ルールというものは、厚生省（現厚生労働省）保険局保険課長等による「内簡」に

おいて設定されたものに過ぎないのである。

それでは、被保険者資格の得喪と確認はどのようになされるのか。まず得喪についてであるが、得喪

のうち「得」の時期は当該適用事業所に使用されるに至った日であり（13条 「喪」の方は、死亡、）、
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退職などの事実が発生した翌日（70歳に達した場合はその日）である（14条 。）

そして事業主は、被保険者資格の取得や喪失等について社会保険庁長官に届出なければならない（27

条 。報告をしなかったり、虚偽の報告をした場合の効果としては、６月以下の懲役又は50万円以下の）

罰金が規定されている（102条 。）

２ 確認と裁定

もっとも、被保険者資格取得届出の提出をもって被保険者資格が確定し、保険給付受給権および保険

料負担義務が発生するわけではない。厚年法では社会保険庁長官が「確認」することによって被保険者

資格の得喪の効力を生じることになるのである（18条 。）

この社会保険庁長官による確認については、判旨でも引用されている山本工務店最高裁判決（最二小

判昭40・６･18判時418号35頁）が著名である。この事件で最高裁は 「[確認は]資格取得の日を基準と、

して行なうべきであり、確認が行なわれると、当事者は、資格取得の日に遡ってその効力を主張し得る

ことになる」と判示する。

他方、このような確認を受けるべく、被保険者又は被保険者であった者による確認の請求も可能であ

る（31条 。本件のＸもこのような請求を予めしておけばよかったともいえるが、ここから、後述する）

ように届出義務の法的性質が議論されることにもなる。

ところで、確認がされた後に保険事故が発生した場合、給付額は自動的に支給されるわけではなく、

さらに社会保険庁長官の「裁定」を受けることが必要である（33条 。）

国民年金の事案ではあるが、被保険者は、社会保険庁長官による裁定以前は「将来、支給要件を具備

した段階において、基本権又は支分権としての年金受給権を取得することを期待することができる地位

にあるに過ぎない （友部等訴訟第１審判決・東京地判平３・１・23判タ777号121頁[確定]）とした裁」

判例もあるから 「Ｘが老齢厚生年金を受給できるか否か、受給額がいかなる額になるか否かは明らか、

でなく、その損害額は、明らかでない」とした本判決も、具体的請求権たる支分権は確認以前は期待権

にすぎないという考え方を前提とした判断であると思われる。

３ 届出義務と配慮義務

それでは、事業主の届出義務とはいかなる法的性質のものであろうか。学説からは、届出は本来的に

は被保険者資格者本人が行うべきものであり、代理権の問題であると理解する見解、届出義務は行政法

上の義務ではあるが、不法行為法上の作為義務をも構成するとする見解、届出を労働契約における本来

的義務とする見解などが提唱されている 。
１３

裁判例に目を転じると、届出義務は「あくまで公法上の義務であって、右が直ちに雇用契約において

使用者が労働者に対して負担する義務であるとは解することができない （エコープランニング事件・」

大阪地判平11・７・13賃社1264号47頁 「真に厚生年金への加入を希望していたのであれば原告自身）、

もっと早い時期に何らかの措置をとってしかるべきであり……所属棋士会員につき厚生年金保険27条の

届出をせず、これを希望者のみとした被告の行為を、不法行為法上違法であると評価することはできな

い （関西棋院事件・神戸地裁尼崎支部判平15・２･14労判841号88頁）など否定的にとらえるものが一」

方である。

他方で、古くは健康保険法等に関して 「事業主は労働行政面の義務を負担すると共に、被用者……、

につき当該保険事由発生の場合に備えその保険金受領に支障なからしむるため遅滞なくその被保険者資

格取得を届出づる私法上の義務を負担する （名古屋高判昭32・２・22下民集８巻２号351頁）とした」

判決があり、厚年法についても「被用者が厚生年金に加入する権利を侵害する結果とならないように注

意すべき義務がある （京都市役所非常勤嘱託員事件・京都地判平11・９・30判時1715号51頁 「事」 ）、
１４

業主が法の要求する……届出を怠ることは、被保険者資格を取得した当該労働者の法益をも直接に侵害

する違法なものであり、労働契約上の債務不履行をも構成する （豊國工業事件・奈良地判平18・９・」

５労判925号５3頁 ）などとして事業主の私法上の義務違反を肯定するものもある。
１５

大真実業事件は私法上の義務違反を認めた裁判例の系譜に属するといえるが、その特徴は、資格取得

の届出を雇用契約の付随義務としての配慮義務の問題として理解した点に求められるであろう。本件で

は労働者に「保険の利益」を得させることを重視しての立論だったが、今後、公法上の義務を配慮義務

を経由して私法上の義務と構成する手法が手続違反の事例でどのように機能するか、さらなる検討が必

要であると考えられる。

４ 損害額の算定

届出義務を公法上の義務のみならず私法上の義務と構成する場合の難問は、損害額をいくらであると

算定すべきかである。厚生年金保険は長期保険であり、度重なる改正を経てもいるから、損害額の算定

にはどうしても困難が伴う。

下級審裁判例でも、前述した仙台市の元会社員の事件に止まらず、２か月分の厚生年金保険料未納が
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争われた事案で「原告が老齢年金受給資格を取得してはじめて問題となり得る不利益であって、現時点

においては、その発生は未確定である （リブラン事件・東京地判昭60・９・26労判465号59頁 、ある」 ）

いは「厚生年金……の負担額は従業員の給料に応じて変化し、またその時々の情勢を勘案して定められ

る保険料率による修正を受けるもので……同保険料率が幾度となく改正されていることも併せ考える

と、結局……公的年金としてＸにどれだけの得べかりし利益があったかは、算定不能である （日本オ」

ートマチック事件・横浜地判平19・１・23労判938号54頁）など、請求を棄却した事例が散見される。

大真実業事件判決も、Ｘの毎月の国民年金保険料（1万3300円）と厚生年金保険料（1万円）の差額分

を損害額であるとするＸの主張につき、証拠不十分であること、Ｘは現在56歳であって、いまだ老齢厚

生年金の受給資格を有するものではないこと、厚年法42条２号は、保険料納付済期間と保険料免除期間

とを合算した期間が25年以上であることを要件としているが、Ｘがこれを満たすものかも明らかではな

いことを挙げ、現在において、Ｘが老齢厚生年金を受給できるか否か、受給額がいかなる額になるか否

かは明らかでなく、その損害額は、明らかでないとする。これは、具体的請求権たる支分権は確認以前

は期待権にすぎないという考え方を議論の出発点とする本判決にとって当然の結論なのかもしれない。

もっとも、本件判旨の考え方に疑問な点もある。例えば、加入期間の算定の仕方の問題であるが、厚

年法の場合、加入期間は１か月（ＸはＹに９年間在籍していた）でもよく（転職した場合にはポータビ

リティーもある 、合算期間が25年必要であるという判示部分だけでは誤解を招きかねない 。さらに）
１６

厚年法の保険事故は「老齢」だけでなく 「障害 ・ 死亡」もあるのだから、損害額を検討するにあた、 」 「

って「Ｙ社」での「老齢」厚生年金の受給額がいくらであったかに固執する必要はないともいえる。

そもそも、損害額の算定にあたりその範囲は、数学的精確さをもって算出することは極めて困難であ

り、被害者および加害者の社会的地位・職業・資産、加害者の故意もしくは過失の大小、加害行為の倫

理的非難に値する程度など、諸般の事情を考慮し、公平の標準に従って決定されるべきとされるのであ

って 、受給権確定以前は損害額の算定は不能とする下級審裁判例の判断が正当であるとは必ずしも
１７

いえないのではないか。しかし他方でこのように考えると、民事事件である本件において、Ｙ社が負う

、 、べき相当因果関係にある損害額を考えるにあたり Ｙ社の責任範囲を超えるポータビリティーの問題や

Ｘが主張をしてもいない「障害 ・ 死亡」についてまで議論する必要はないという結論も導ける。」 「

そこで損害額の算定についてであるが、まず、１月あたり3300円の差額保険料分については、Ｘが過
１

度の保険料負担を強いられたという意味で、立証さえできれば認められるべき性質のものといえよう

。しかし、例えば、Ｘが同じ条件で働き続けた場合、国民年金であれば60歳までで被保険者資格を喪
８

失するところ、厚生年金保険であれば70歳まで被保険者資格を失わないことにもなるというジレンマも

ある。

つぎに受給額分についてであるが、前出・京都市役所非常勤嘱託員事件では、本件と異なり年金支給

開始年齢に達していたという事情があったとはいえ 「損害額の算定方法としては、現在の給付額を前、

提に算定するのはやむを得ない」として、損害額を算定している。

この考え方を踏襲すれば、基本的には、平均標準報酬額×5．481／1000×被保険者期間の月数という

現在の計算式に依拠して損害額を算定せざるをえないのではないだろうか（Ｘの主張に平均標準報酬額

に関する記載がないため、Ｘが厚生年金保険の保険料は月１万円で済んだはずであるとする主張を前提

に、仮に月収入×146.42／1000×１／２＝10000から逆算すると、月収入は約13万6600円となり、この

額を先の式にあてはめると、Ｘの主張通り１年あたり約８万円という給付額がはじき出される 。）

Ⅳ むすびにかえて

以上のように大真実業事件は、届出義務を「公法上の義務」であるとしつつ、労働契約の付随的義務

としての配慮義務の一環として、従業員を厚生年金に加入させる「私法上の義務」があったというロジ

ックを展開して、損害賠償請求の可能性を認めたが、最終的に、原告側の損害額に関する立証が十分で

ないとして請求を棄却する判断を示し、控訴後和解で終了している。

、 「 （ ） 」Ⅰで紹介したように 衆院厚労委の議論では 従業員が 勤務先に 損害賠償請求して解決すべきだ

という意見があったようであるが、これまで紹介した通り、裁判実務上、同種の事案で損害賠償請求が

認容された例が稀有なことを考えると、厚生年金救済法の意義は非常に大きいものである。もっとも、

同法を以てしても、大真実業事件を典型とする、厚生年金保険料の天引きがされていなかったというよ

うなパートタイマーの事案の解決は困難であろう。

それゆえ今後、損害額の算定は実務上なお解決されるべき課題であると考えられるが、この問題は、

裏を返すと、損害賠償訴訟という形をとりつつ、保険事故が起きていない段階で、いくら保険料を払っ

ていればいくら給付がもらえたはず、という損得論が見え隠れするのも否定できない。



- 30 -

大真実業事件のように、従業員に被保険者資格があるとする以上、強制加入たる社会保険に加入させ

なかった事業主に対する公法的な処罰は当然のことであるが、それを怠った事業主に対していくらの損

害賠償額を支払わせるか、という私法的な視点もさることながら、国は保険者として、このような問題

に対してもなんらかの対策をする必要があるのではないか。その際、まずはパートタイマーの厚生年金

保険の被保険者資格にかかる「４分の３」ルールを（ ２分の１」に変更するか否かを含め）行政通達「

ですらない内簡で定めている状況の改善が手続的妥当性の観点（４分の３ルールに該当するか否かを第

） 。 、「 」一次的に判断するのは事業主である からいって急務であろう 従業員の側でも ねんきん定期便
１９

により自分の年金記録のチェックをし、場合によっては自ら確認の請求をするなど自衛策を講じること

が求められてもこよう。

この「消えた年金」問題は 「連帯」を基礎とする社会保険において「公」と「私」の関係性を問い、

直す重要な契機を与えているように思えてならない。
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１７ 我妻栄・有泉亨・川井健著『民法②債権法[第５版] （一粒社・2000）434頁。』

１８ 前出・仙台高裁判決が原告による保険料差額分の返還の主張は認容していることは既述の通りである。

１９ 加藤・前掲注12・464頁以下。
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【受入図書一覧】

本研究室で2007年6月以降に受け入れた図書は次の通りです。

書 名 筆 者 名

グローバル化時代の外国人・少数者の人権 西川 潤

比較教育学研究 第３３号 日本比較教育学学会紀要編集委員会 編

介護・家事労働者の国際移動 久場 嬉子 編著

偽装請負 －格差社会の労働現場－ 朝日新聞特別報道チーム

「中国帰国者」の生活世界 蘭 信三 編

中小企業白書 中小企業庁 編

環境循環型社会白書 環境省 編

国土交通白書 平成１８年度年次報告 国土交通省 編

平成１９年版 公務員白書 人事院

平成１９年版 男女共同参画白書 内閣府 男女共同参画局

平成１９年版 科学技術白書 文部科学省 編

２００７年版 日本労働年鑑 第７７集 法政大学 大原社会問題研究所

平成１８年版 世論調査年鑑 内閣府大臣官房政府広報室

平成１８年 消費者物価指数年報 総務省統計局

国民経済計算部編平成１９年版 県民経済計算年報 内閣府経済社会総合研究所

平成１７年版 市町村別決算状況調 地方財政調査研究会 編

平成１８年版 地方公務員給与の実態 地方公務員給与制度研究会 編

平成１８年版 地方公務員給与の実態(別冊） 地方公務員給与制度研究会 編

２００７年版 社会保障年鑑 健康保険組合連合会 編

フランス暴動 －移民法とラップ・フランセ 陣野 俊史

現代思想 2007.6 池上 善彦 編

帰国運動とは何だったのか －封印された日朝関係史 高崎 宗司／朴 正鎮／青木 敦子／李 尚珍

尾高 朋子／佐藤 久／鄭 根珠

新・国際社会学 梶田 孝道

論争グローバリゼーション ﾃﾞｳﾞｨｯﾄﾞ･ﾍﾙﾄﾞ 編 猪口 孝 訳－新自由主義対社会民主主義

外国人研修生殺人事件 安田 浩一

北朝鮮へのエクソダス 「帰国事業」の影をたどる ﾃｯｻ･ﾓｰﾘｽ-ｽｽﾞｷ／訳 田代 泰子

出入国管理及び難民認定法 逐次解説 坂中 英徳／齋藤 利男

フィリピン女性エンターティナーの夢と現実 ＤＡＷＮ 編著

フィリピン女性エンターティナーのライフストーリー 武田 丈 編著

フィリピン－日本国際結婚 佐竹 眞明／ﾒｱﾘｰ･ｱﾝｼﾞｪﾘﾝ･ﾀﾞｱﾉｲ

越境の時 一九六〇年代と在日 鈴木 道彦

日本の民族差別 岡本 雅享

検証 日朝関係６０年史 和田 春樹／高崎 宗司

通商白書 ２００７ 経済産業省

防災白書 平成１９年版 内閣府

観光白書 平成１９年版 国土交通省

土地白書 平成１９年版 国土交通省

経済財政白書 平成１９年版 内閣府

国民生活白書 平成１９年版 内閣府

平成１９年版 警察白書 警察庁

青少年白書 平成１９年版 内閣府

平成１９年版 労働経済白書 厚生労働省

女性白書 ２００７ 日本婦人団体連合会

子ども白書 ２００７ 日本の子どもを守る会

保育白書 ２００７ 全国保育団体連絡会／保育研究所
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２００７ レジャー白書 （財）社会経済生産性本部

女性労働の分析 ２００６年 厚生労働省 雇用均等・児童家庭局

ジェトロ貿易投資白書 ２００７年版 ジェトロ

アンケート調査年鑑 ２００７年版 竹内 宏 編

高齢社会基礎資料 '０７－'０８年版 （社）エイジング総合研究センター

基礎資料編纂委員会

民力 ２００７ 朝日新聞社

平成１８年 家計調査年報 ＜家計収支編＞ 総務省統計局

労働力調査年報 平成１８年 総務省統計局

公共施設状況調 平成１７年度 地方財政調査研究会

類似団体別市町村財政指数表 平成１９年３月 地方財政調査研究会

平成１９年度 補助金総覧 （株）日本電算企画

生涯学習・社会教育行政必携 平成２０年版 生涯学習・社会教育行政研究会

再始動 分権改革 今村 都南雄／飛田 博史

平成２０年版 教育法規便覧 窪田 眞二／小川 友次

戦後６０年を考える 田中 宏

日本の中の外国人学校 月刊『イオ』編集部

注解・判例 出入国管理外国人登録 実務六法 出入国管理法令研究会

世界の外国人学校 福田 誠治／末藤 美津子

２００７ 出入国管理 法務省入国管理局

第４６出入国管理統計年報 法務省大臣官房司法法制部

職員の給与等に関する報告及び勧告 平成19年10月 三重県人事委員会

余暇・レジャー総合統計年報 ２００８ アーカイブス出版 編集部

平成１９年版 厚生労働白書 厚生労働省

２００８ 地域経済総覧 東洋経済新報社

平成１９年版 全国市町村要覧 市町村自治研究会

行政機構図 ２００８年版 （財）行政管理研究センター

家計調査年報 平成１８年版 ＜貯蓄・負債編＞ 総務省統計局

中小企業施策総覧 中小企業庁

平成１９年版 地方財政統計年報 地方財政調査研究会

ブラジルから来た娘タイナ十五歳の自分探し 小貫 大輔

国際・外国人犯罪 藤永 幸治

［新版］在留特別許可 ｻｰﾑ･ｼｬﾍﾄﾞ／関口 千恵

在留特別許可と日本の移民政策 渡戸 一郎／鈴木 江理子／A.P.F.S

集録 建築法規 三重県版 法令(I-A) 国土交通省住宅局建築指導課

三重県県土整備部建築開発室

平成１９年版 環境白書 三重県環境森林部環境森林総務室企画ｸﾞﾙｰﾌﾟ

移民国としてのドイツ 近藤 潤三

編集後記

地研通信第89･90合併号をお届け致します。今号は、今年度の地研奨励研究員である楠本研究員

がコーディネーターとなり開催した、第36回地域問題研究交流集会の報告号となりました。当日は

“津市における「多文化共生」のあり方を考える”のテーマのもとに研究者、行政、およびNPOの

方々による報告、外国籍の高校生による生の声、フロアにお集まりいただいた多くの方々の貴重な

意見の披露がなされ、大変充実した取り組みとなりました。当日ご来場いただいた市民の皆様にこ

の場をお借りして御礼申し上げます。

また今号には、現在最も注目されている「消えた年金問題」に厚生年金法の観点からアプローチ

する小西特別研究員の論考も掲載しております。地域生活の質を問うという意味では今年度の最終

号にふさわしいものとなりました。来年度も様々なテーマで地域問題にアプローチしてまいります

ので皆様のご理解、ご協力をどうぞよろしくお願い致します （KS)。


